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第 1 章 研究目的と論文構成 
 
 近年トランプ大統領の就任で話題となったアメリカの環太平洋パートナーシップに関する包
括的及び先進的な協定（ Comprehensive and Progressive Agreement for Trans-Pacific 
Partnership : CPTPP）離脱問題に端を発し、トランプ政権はアメリカファーストの立ち位置を
取り続け、日本とは二国間の地域貿易協定（Regional Trade Agreement : RTA）を締結すべく交
渉を始めたことは記憶に新しい。この地域貿易協定とは各国にどのような影響を及ぼすのか、実
際に地域貿易協定を利用する企業の立場からその便益を存分に利用したいと思うことから研究は
始まった。2002 年にシンガポールとの初の地域貿易協定の締結からすでに 20 年近く経た現在、
その経済的効果もかなり報告されている。日本においては経済連携協定（Economic Partnership 
Agreement : EPA）とされており、市場アクセス（関税の撤廃）のみならず、サービス貿易、知的
財産権、相互承認制度、人の移動など自由貿易協定（Free Trade Agreement : FTA）よりも広範





には東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian Nations : ASEAN）が自由貿易地域
（ASEAN Free Trade Agreement : AFTA）を発効し、南北アメリカでは、1991 年に南米南部共
同市場（Mercado Comun del Sur : MERCOSUR）、1994 年には北米自由貿易協定（North 
American Trade Agreement : NAFTA）が発効した。1993 年マーストリヒト条約発効によって形
成された欧州連合（European Union : EU）は原加盟国1を発端とし、1 次拡大国2、2 次拡大国3と
拡大していき、現在は 28 ヶ国4まで拡大しており、また多くの国と地域貿易協定を発効している。
その中で 2017 年 3 月 29 日に英国による EU 離脱通知は世界に衝撃を与えた。もともとは移民問
題に端を発したものであるが、EU との地域貿易協定締結先との自由貿易の便益をも失うことに
なる。一部の企業は事業所閉鎖や移転を決定するなどすでに動きは出ている。世界では 2 国間、
多国間の貿易協定が多数発効しており 2019 年 4 月現在 300 ほどの地域貿易協定が発効されてい
る。我が国日本は地域貿易協定締結には 2000 年代からとなっており世界の風潮には遅れをとっ
た感がある。しかし 2002 年に初の地域貿易協定をシンガポールと発効して以降、その発効は加
速していった。2005 年にはメキシコと経済連携協定を発効、メキシコは NAFTA の一員であり、











てでも締約したい国であったことは言うまでもない。その後も 2006 年マレーシア、2007 年チリ、
タイ、2008 年インドネシア、ブルネイ、そして初の多国間となる ASEAN、次にフィリピン、2009
年には初の先進国となるスイス、そしてベトナム、2011 年にはインド、2012 年ペルー、2015 年
オーストラリア、2016 年モンゴル、2018 年 CPTPP、2019 年に EU との経済連携協定を発効し
ている。現在も交渉中の協定として、アジア太平洋自由貿易圏（Regional Comprehensive 
Economic Partnership : RCEP）5がある。しかし我が国における経済連携協定はあくまでも WTO






on the Application of Sanitary and Phytosanitary Measures : SPS）7、貿易の技術的障害
（Agreement on Technical Barriers to Trade : TBT）8、貿易救済（セーフガード等）、政府調達、
知的財産、サービス貿易等である。表 1-1 は CPTPP での交渉分野である。 
 








                                                   
5 ASEAN 諸国、日本、中国、韓国、オーストラリア、ニュージーランド、インド 
6 平成 14 年 10 月 外務省「日本の FTA 戦略」より 
7 人、動物、植物の生命及び健康の維持 
8 各国における規格、適合性の評価の国際的障害の阻止 
越境サービス 商用関係者の移動 金融サービス 電気通信サービス
貿易救済（セーフガード等） 政府調達 知的財産 競争政策 電子商取引
市場アクセス 原産地規則 貿易円滑化 SPS（衛生植物検疫） TBT（貿易の技術的障害）
サービス
投資







おり、共通化されていない。図 1-1 は地域貿易協定の締結における貿易取引の変化である。 
 
図 1-1 地域貿易協定の締結における貿易取引の変化 
 
 
 A 国、B 国、C 国はそれぞれ独立した国である。B 国は A 国に産品を輸出、C 国も A 国に産品
を輸出している。それぞれの国の間に特別な協定は存在していないため、A 国に輸出するには A
国の関税が発生している。関税率は同率であり、B 国と C 国からの輸出額（生産及び調達額）が
それぞれの国の競争であり、A 国にとっては適切な調達額となっているかもしれない。そこに A
国と C 国において地域貿易協定が発効された。C 国から A 国に輸出すると関税障壁が撤廃される
ため、A 国は C 国からの輸入産品を無税で輸入できるようになる。しかし A 国と B 国間は依然















































12 The Australia-New Zealand Closer Economic Relations Trade Agreement 
13 Gulf Cooperation Council（バーレン、クウェイト、オマーン、カタール、サウジアラビア、UAE） 







































                                                   
17 世界貿易機関（WTO）加盟国に対し適用される税率 




















なる。これは利用率にも影響している。ASEAN 諸国は 2 国間と多国間の地域貿易協定が存在し
ており、その発効年によっていずれを利用するか、もしくは利用し易いかによってどの協定を利
用するかに偏りが見受けられる。今回の分析は双方の輸入額と RoO Index を加重平均して分析対








 第６章では日本、韓国、中国と ASEAN の原産地規則を比較する。ASEAN はグローバル・バ
リューチェーンとして近年生産国として注目されている。しかし 1 国で完成品になるのでなく、
いわゆる国際分業の形で、ASEAN を 1 つの生産市場とした場合、各国で別々に付加価値を付け






ト（H.S. CODE19 6203.32）を ASEAN 諸国で生産し、日本、韓国、中国に輸出するとする。そ
の場合各国との地域貿易協定があるため、その原産地規則を確認すると表 1-2 の通りとなる。 
 



















                                                   
19 「商品の名称及び分類についての統一システム（Harmonized Commodity Description and Coding 
System1）に関する条約」に基づいたコード番号 
20 関税分類変更には 2 桁（類）、4 桁（項）、6 桁（号）分類変更があり、2 桁が一番大きな変更が行われた
場合であり、数値が大きくなるに従い変更が小さくなる。 
ASEAN & Rule of Origin
JAPAN
CC, provided that, where non- originating materials of heading 50.07, 51.11
through 51.13, 52.08 through 52.12, 53.09 through 53.11, 54.07 through 54.08,
55.12 through 55.16 or chapter 60 are used, each of the non-originating
materials is woven entirely in one or more of the Parties.
KOREA
Change to Heading 62.03 from any oher Chapter, provided that the good is
both cut and sewn in the territory of any Party; or A regional value content of
not less than 40 percent of the FOB value of the good
CHINA
Manufacture through the proceses of cutting and assembly of parts into a
complete article (for apparel and tents) and incorporating embroidery or










第 2 章 地域貿易協定の概要 
 
２－１．はじめに 
 2019 年 4 月現在、世界貿易機関（World Trade Organization : WTO）には 300 以上の地域貿










































ハ・ラウンドが開始し、7 つの交渉分野で多国間貿易交渉が行われている（表 2-1）。 
 
表 2-1 ドーハ・ラウンド交渉分野 
 
WTO 及び外務省ドーハ・ラウンド交渉 HP より筆者作成 
 
 しかしこの多国間交渉は WTO 加盟国すべてが交渉にあたるため、各国の思惑や先進国、開発
途上国の意見の違いなどにより、交渉は難航し、交渉決裂、合意に至っていない。そのような中、
各国は独自に貿易自由化交渉を始めた。2018 年 4 月現在の WTO に通報された RTA の発効数を
見てみると、図 2-1 の通りである。 
 
  
                                                   
21 1994 年の関税及び貿易に関する一般協定（1994 年 GATT）として WTO 設立協定附属書 I に引き継が
れている 















図 2-1 RTA 発効数（累計） 
 
（青は単年発効数） 
WTO RTA DATA BASE より筆者作成 
 
 古くは 1959 年の欧州自由貿易連合（European Free Trade Agreement : EFTA）24に始まり、
1991 年には南米南部共同市場（Mercado Comun del Sur : MERCOSUR）25、1993 年に ASEAN
（東南アジア諸国連合）自由貿易地域（ASEAN Free Trade Area : AFTA）、1994 年には経済圏





に反していることになる。しかし、GATT ではこの地域貿易協定は GATT の基本原則の例外とし
て認めている。地域貿易協定締約国と域外国との貿易に対する障壁を引き上げることなく貿易自













































































































質上のすべての貿易」に関しては、日本は 2005 年 10 月に提出した文書27で貿易額の 90％を対象
としており、「妥当な期間内」は例外的な場合を除いて 10 年を超えるべきでないとされている。
2019 年 2 月発効の日 EU 経済連携協定の関税撤廃率28を見てみると、日本は約 94％の撤廃率で




子加工品も 11 年目に関税撤廃、ワインは即時撤廃となっている。「妥当な期間内」も 10 年を超え
るべきでない、とあるが、段階的削減の時期に関しては 10 年を超えるものがある。「実質上すべ
ての貿易」も「妥当な期間内」も分野別ではかなり幅がある。 
 また、WTO 上の地域貿易協定は 4 つに分類されている。関税同盟（Customs Union）、経済統
合協定（Economic Integrate Agreement）、自由貿易協定（Free Trade Agreement）、部分自由化
協定（Partial Scope Agreement）である。関税同盟、自由貿易協定は前述の GATT 第 24 条に基
づいて発効された協定であり、経済統合協定は GATS 第 5 条に基づいて発効された協定である。
部分自由化協定は授権条項29に基づいた協定であり、自由化度が低い協定になっている。2019 年
4 月現在に通報されている協定のタイプを見てみると、図 2-2 のようになる。 
 
図 2-2 RTA タイプ 
 
WTO RTA DATA BASE より筆者作成 
 FTA 及び FTA&EIA が圧倒的に多い。関税同盟は域内国で同盟を締結しているため、単独で他
                                                   
27 WTO ルール交渉における日本提案（TN/RL/W/190） 

























ては理想的であったかもしれない。その後 2006 年 4 月より協定改定に関しての交渉が始まり、
2007 年 3 月に議定書署名、2007 年 9 月に改訂版が発効している。各経済連携協定発効の前年の





図 2-3 各経済連携協定締約国からの分野別輸入割合 
 










いることを危惧している。同平成 22 年 11 月 9 日の閣議決定では「政治的・経済的に重要で、我
















































































指す」30とある。我が国は EPA/FTA は WTO を補完するものであり、「WTO で実現できる水準を
超えた、そして WTO ではカバーされない分野において連携強化の手段」31として締結推進してい




表 2-2 我が国の経済連携協定交渉相手国・地域の決定に関する基準 
 
外務省今後の経済連携協定の推進についての基本方針（平成 16年 12月 21 日経済連携促進関係閣僚会議）
より引用 
 
そして我が国の地域貿易協定締結のメリットとして表 2-3 のように掲げている。 
 
  
                                                   
30 包括的経済連携に関する基本方針 H22.11.9 閣議決定（首相官邸）より 








































NAFTA は発効された。またヨーロッパでも、当時の EC 諸国（European Community：EC）と
EC 域外国でも同様に経済ブロックによる利益の阻害を防ぐために南北アメリカと同様な現象が
起こっている。これをドミノ効果と呼んでいる。 
 我が国はシンガポールとの地域貿易協定を皮切りに 2019 年 4 月現在 17 の国・地域と地域貿易













表 2-4 地域貿易協定のタイプ 
 
WTO RTA Agreement List より筆者作成 
 
 2002年シンガポールと初の経済連携協定を締結した後は、2国間協定を着実に発効していった。
2008 年 12 月には初の多国間協定である ASEAN と経済連携協定を発効している。その後も 2 国
間との協定が続くが、近年は多国間との交渉が活発となっている。2016 年 2 月には環太平洋パー
トナーシップ協定（Comprehensive and Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership : 
CPTPP）32に署名、但しその後アメリカが離脱したため、2017 年 3 月に再署名、2018 年 12 月に
発効した。また 2016 年 12 月には日 EU 経済連携協定も交渉妥結となり、2019 年 2 月に発効し
た。他にもアジア太平洋自由貿易圏（Regional Comprehensive Economic Partnership : RCEP）
33などの交渉が行われている。地域貿易協定は 2 国間から多国間の交渉へと移行している。 
 CPTPP における交渉分野を見てみると、表 2-5 の通りである。 
 
  




Year in force RTA Partner Coverage Type
2002/11 Singapore Goods & Services FTA & EIA
2005/4 Mexico Goods & Services FTA & EIA
2006/7 Malaysia Goods & Services FTA & EIA
2007/9 Chile Goods & Services FTA & EIA
2007/11 Thailand Goods & Services FTA & EIA
2008/7 Brunei Darussalam Goods & Services FTA & EIA
2008/7 Indonesia Goods & Services FTA & EIA
2008/12 ASEAN Goods FTA
2008/12 Philippines Goods & Services FTA & EIA
2009/9 Switzerland Goods & Services FTA & EIA
2009/10 Viet Nam Goods & Services FTA & EIA
2011/8 India Goods & Services FTA & EIA
2012/3 Peru Goods & Services FTA & EIA
2015/1 Australia Goods & Services FTA & EIA





Goods & Services FTA & EIA
2019/2 EU - Japan Goods & Services FTA & EIA
18 
 









欧州では EU が多くの国と地域貿易協定を締結している。米州においては、北米では NAFTA、
南米では MERCOSUR がよく知られている。アジアでは ASEAN である。各地域貿易協定の特徴
を見てみる。 
 EU は前身である欧州共同体（EC : European Community）から地域統合を目的として 1993
年マーストリヒト条約発効により創設された連合である。原加盟国はベルギー、ドイツ、フラン
ス、イタリア、ルクセンブルク、オランダであり、その後１次拡大国から６次拡大国まで順次加













                                                   
34 JETRO ユーロトレンド 2009.6 EU の FTA 戦略および主要 FTA の交渉動向より 
35 浦田秀次郎、石川幸一、水野亮（2007）「FTA ガイドブック 2007」ジェトロより 
越境サービス 商用関係者の移動 金融サービス 電気通信サービス
サービス
投資
環境 労働 制度的事項 紛争解決 協力
市場アクセス 原産地規則 貿易円滑化 SPS（衛生植物検疫） TBT（貿易の技術的障害）
貿易救済（セーフガード等） 政府調達 知的財産 競争政策 電子商取引
19 
 
を基準とし、付加価値基準として取引価格方式（TV : Transaction Value）もしくは純費用方式
（NC : Net Cost）を取り入れている。特徴的なのは自動車分野と繊維分野である。自動車分野は
純費用方式に限定されており、RVC =  
𝑁𝐶−𝑉𝑁𝑀
𝑁𝐶
=×  100 36で計算される。この割合（域内原産割合）
が当初は 50％であったが段階的に引き上げられ、最終 60％から 62.5％の割合になっている。ま
た 2018 年に行われた再交渉では更にこの割合が 75％に引き上げられており、さらに賃金条項




 ASEAN は 1967 年「バンコク宣言」によって設立された連合である。原加盟国はタイ、インド
ネシア、シンガポール、フィリピン、マレーシアの 5 ヶ国であり、その後 1984 年にブルネイが加
盟、1995 年にベトナム、1997 年にラオス、ミャンマー、1999 年にカンボジアが加盟し、現在の
10 ヶ国となっている。ASEAN は経済格差が大きく、そして政治体制も違う国が経済共同体を創
設しようとしている非常に稀有な連合である。しかし ASEAN はグローバル・サプライチェーン
を確立し、目覚ましい経済成長をしている。また、ASEAN をハブとして ASEAN+1 の FTA を現
在 5 ヶ国・地域38と締結している。更に ASEAN+339、ASEAN+640、といった交渉も行われてお
り、アジアの FTA の中心として君臨している。 




                                                   
36 RVC : Regional Value Content、VNM : Value of non-originating materials 
37 平均時給 16 ドル以上の労働者による生産割合 
38 中国、日本、オーストラリア-ニュージーランド、韓国、インド 
39 日本、中国、韓国 


















































































Ando（2007）では、日本の EPA の効果と将来の PTA/EPA の影響をグラビティーモデルを使
用して分析している。分析対象は 2001 年から 2005 年である。 
 
𝑙 𝑛(𝑇𝑟𝑎𝑑𝑒𝑖
𝑡) = 𝛽0 + 𝛽1 ln(𝐷𝑖𝑠𝑡𝑖 ) + 𝛽2 ln(𝐺𝐷𝑃𝑖
𝑡) + 𝛽3(𝑙𝑛𝐺𝐷𝑃𝑃𝐶𝑔𝑎𝑝𝑖




𝐷𝑖𝑠𝑡𝑖  : 首都間距離 
𝐺𝐷𝑃𝑖
𝑡 : 実質 GDP 
𝐺𝐷𝑃𝑃𝐶𝑔𝑎𝑝𝑖
𝑡 : 実質 GDP 格差 
 
 距離はマイナスに有意で、GDP はプラスに有意、Income GDP はマイナスに有意となっている。
近い国で経済規模の大きな国、GDPgap が小さいほど大きな効果が出ている。更に differential 
value and ratio42を算出し、日シンガポールと日メキシコの EPA について検証している。その結
果、シンガポールは EPA 発効後も Differential value and ratio はあまり変化がなく、EPA の発
効が貿易に与える影響は小さいことを示している。日シンガポールはもともと関税無税の物品が
多いため、EPA を締結しても貿易にさほど影響を及ぼさない結果となっている。日メキシコにお
いては、輸出において actual value が fitted value を上回っており、輸入は近似値となっている。
Differential value and ratio はプラスとなり、輸出に効果があったことを示している。 







 実証分析では最初に一般的な FTA の効果として 2 国間モデルを利用して分析している。 
 
𝑙 𝑛(𝑡𝑟𝑎𝑑𝑒𝑖𝑗𝑡) = 𝛼 + 𝛽1 ln(𝑌𝑖𝑡 ∗ 𝑌𝑗𝑡) + 𝛽2 ln(𝑦𝑖𝑡 ∗ 𝑦𝑗𝑡) + 𝛽3 ln(𝐼𝑛𝑐𝑜𝑚𝑒𝐺𝐴𝑃) + 𝛽4 ln(𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗𝑡)




𝑡𝑟𝑎𝑑𝑒𝑖𝑗𝑡 = i 国 j 国間の輸出合計 
                                                   
42 (actual value–fitted value)/fitted value 
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𝑌𝑖𝑡 = GDP 
𝑦𝑖𝑡 = GDP/capita 
𝐼𝑛𝑐𝑜𝑚𝑒𝐺𝐴𝑃 = GDP/capita 格差 
𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗𝑡 = 2 国間の距離 
𝐴𝑑𝑗𝑎𝑐𝑒𝑛𝑐𝑦𝑖𝑗𝑡 = 国境隣接 
𝐿𝑎𝑛𝑔𝑢𝑎𝑔𝑒𝑖𝑗𝑡= 共通言語 
𝐹𝑇𝐴𝑖𝑗𝑡 = 同一 FTA に属している 
𝑇𝑖𝑚𝑒𝑑𝑢𝑚𝑡 = time dummy 
 
 分析は期間を 2 つに区切り（1950－1983、1984－2005）、すべてのサンプルと OECD 諸国、
手法は OLS と GMM で分析している。結果は距離がすべてにおいてマイナスに有意となってお






𝑙𝑛(𝐸𝑥𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖𝑗𝑡) = 𝛼 + 𝛽1𝑙𝑛(𝑌𝑖𝑡) + 𝛽2𝑙𝑛(𝑌𝑗𝑡) + 𝛽3𝑙𝑛(𝑦𝑖𝑡) + 𝛽4𝑙𝑛(𝑦𝑗𝑡) + 𝛽5𝑙𝑛(𝐼𝑛𝑐𝑜𝑚𝑒𝐺𝐴𝑃)













𝐸𝑥𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖𝑗𝑡 = i 国から j 国への輸出額 
𝑌𝑖𝑡、𝑌𝑗𝑡 = GDP 
𝑦𝑖𝑡、𝑦𝑗𝑡 = GDP/capita 
𝐼𝑛𝑐𝑜𝑚𝑒𝐺𝐴𝑃 = GDP/capita 格差 
𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗𝑡 = 2 国間の距離 
𝐴𝑑𝑗𝑎𝑐𝑒𝑛𝑐𝑦𝑖𝑗𝑡 = 国境隣接 
𝐿𝑎𝑛𝑔𝑢𝑎𝑔𝑒𝑖𝑗𝑡= 共通言語 
𝐹𝑇𝐴𝑖𝑗𝑡
𝑚  = 同一 FTA に属している 
𝐹𝑇𝐴𝑡𝑜𝑛𝑜𝑛𝐹𝑇𝐴𝑖𝑗𝑡
𝑚  = 輸出国は FTA に属しているが partner は属していない 
𝑁𝑜𝑛𝐹𝑇𝐴𝑡𝑜𝐹𝑇𝐴𝑖𝑗𝑡
𝑚  = 輸出国が FTA に属していなく partner は属している 




 分析は 63 の国で行い、貿易創出効果が確認されたのは、AFTA、CER、Korea-Chile であ
り、貿易転換効果が確認されたのは NAFTA、MERCOSUR、EU-Mexico であった。AFTA や
CER に比較すると、NAFTA、MERCOSUR、EU は閉鎖的な FTA と言えるかもしれない。  




る。Hayakawa, Laksanapanyakul, Mukunoki and Urata（2018）では輸入価格を利用し FTA
の影響を分析している。椋（2006）では地域貿易協定が多角的自由化の阻害及び促進要因を分
析している。また、Abe（2007）、Tumbarello（2007）、Ando（2009）、Park and Park
（2009）、Urata and Okabe（2010）、山澤・馬田（2012）、Hayakawa、Matsuura and Takii










した。分析対象は 2008 年から 2016 年とし、193 の国・地域49において前述の域内貿易がどのよ
うな影響を及ぼしているかを見る。データは UN COMTRADE より各国の輸入額、World 
Development Indicator より GDP、一人当たり GDP、CEPII50より各国間の距離を利用する。
分析は回帰分析によって行う。 
 
(𝑙𝑛𝑖𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖𝑗𝑡) = 𝛽1(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝𝑖𝑡) + 𝛽2(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖𝑡) + 𝛽3(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝𝑗𝑡) + 𝛽4(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑗𝑡)
+ 𝛽5(𝑙𝑛𝑑𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗) + 𝛽6(𝑅𝑡𝑎𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑖𝑗) + 𝜀𝑖𝑗𝑡 
 
                                                   
43 European Union（欧州連合）のうち、原加盟国ベルギー、ドイツ、フランス、イタリア、ルクセンブ
ルク、オランダ、1 次拡大国デンマーク、アイルランド、英国、2 次拡大国ギリシャ、3 次拡大国ポルトガ
ル、スペイン、4 次拡大国オーストリア、フィンランド、スウェーデンの 15 ヶ国 
44 The Australia-New Zealand Closer Economic Relations Trade Agreement 
45 Gulf Cooperation Council （バーレン、クウェイト、オマーン、カタール、サウジアラビア、UAE） 




50 Centre d’Etudes Prospectives et d’Informations Internationales  
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𝑙𝑛𝑖𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖𝑗𝑡 : RTA 締約国からの輸入額 
𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝𝑖𝑡 : 輸入国の GDP 
𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖𝑡 : 輸入国の一人当たり GDP 
 
𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝𝑗𝑡 : 相手国の GDP 
𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑗𝑡 : 相手国の一人当たり GDP 
𝑙𝑛𝑑𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗 : 各国との距離 





表 2-6 相関係数 
 
 
 また、筒井他（2007）によると、多重共線性を検出する指標として分散拡大要因（VIF : 
Variance Inflation Factor）を用いて測ることができる。回帰した際の決定係数 Rjを用いて





表 2-7 VIF 
 
  
 一般的に VIF10 以上で多重共線性があると判断されることが多い。この数値を相関係数に逆
算すると 0.95 となる。よって相関係数が 0.95 未満であると多重共線性の問題はないと解釈でき
る。 
 表 2-8 は分析結果である。 
lnigdp lnippp lnjgdp lnjppp lndist
lnigdp 1.0000
lnippp 0.2726 1.0000
lnjgdp -0.1109 -0.0629 1.0000
lnjppp -0.0451 -0.0103 0.4023 1.0000










表 2-8 分析結果 
被説明変数は締約国からの輸入額 
 
（ ）内は標準偏差、***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示す。 
 
分析結果の各地域貿易協定を比較すると、ASEAN と MERCOSUR はすべてにおいてプラス
に 1%有意となり、域内貿易が盛んなことがわかる。NAFTA、EU15、CER は有意とはならな
かった。2016 年の USA の輸入額を見てみると、1 位中国、２位メキシコ、３位カナダ、４位日
本となっている。２位３位は NAFTA 締約国であるが、１位の中国の輸入額は２位メキシコの
1.6 倍、３位カナダの 1.7 倍となっている。CER にいたってはオーストラリアとニュージーラン
ドの２国間のため、多国間貿易と比較すると貿易額は少なくなる。東アジアにおける日本、韓
国、中国と ASEAN の貿易額を見てみると、韓国はすべてにおいて 1％有意となった。AKFTA




2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
Reporter  Gdp 1.244*** 1.190*** 1.225*** 1.258*** 1.224*** 1.236*** 1.204*** 1.197*** 1.196***
(0.200) (0.019) (0.019) (0.020) (0.194) (0.019) 0.019) (0.018) (0.018)
Reporter Gdp/capita -1.116*** -0.066** -0.021 -0.022 0.007 0.004 -0.019 0.041 0.072**



















(0.015) (0.145) (0.014) (0.015) (0.014) (0.014) (0.013) (0.014) (0.014)
Partner Gdp/capita 0.112*** 0.155*** 0.170*** 0.144*** 0.140*** 0.170*** 0.024** 0.212*** 0.205***



















(0.046) (0.045) (0.045) (0.046) (0.045) (0.045) (0.044) (0.043) (0.043)
Asean 2.151*** 2.182*** 1.993*** 1.910*** 1.779*** 1.747*** 1.824*** 1.756*** 1.998***
(0.310) (0.299) (0.280) (0.285) (0.281) (0.285) (0.278) (0.270) (0.267)
Nafta -0.154 -0.217 -0.055 -0.177 -0.130 -0.176 0.055 -0.114 -0.052
(1.021) (0.975) (1.005) (1.026) (1.012) (1.027) (1.007) (0.978) (0.970)
Eu15 0.007 -0.271 0.006 0.015 0.018 0.023 0.216 0.012 -0.015
(0.199) (0.191) (0.195) (0.199) (0.197) (0.199) (0.193) (0.189) (0.188)
Cer 2.618 2.443 2.334 2.086 1.852 1.690 2.008 1.594 1.686
(1.761) (1.681) (1.734) (1.770) (1.747) (1.773) (1.737) (1.687) (1.673)
Gcc 1.223*** 1.401*** 1.298*** 1.415*** 0.979* 1.272*** 1.441*** 1.415*** 1.281***
(0.471) (0.545) (0.463) (0.515) (0.509) (0.473) (0.463) (0.450) (0.447)
Mercosur 2.645*** 2.364*** 2.283*** 2.030*** 1.912*** 1.912*** 1.864*** 1.826*** 1.964***
(0.727) (0.694) (0.715) (0.730) (0.720) (0.730) (0.716) (0.695) (0.690)
Ajcep 1.285** 1.097* 1.002* 0.976* 1.070* 1.269** 1.374** 1.331** 1.165**
(0.589) (0.563) (0.551) (0.563) (0.555) (0.563) (0.552) (0.536) (0.532)
Akfta 2.357*** 2.264*** 2.185*** 2.271*** 2.148*** 2.269*** 2.159*** 1.983*** 1.900***



















(0.593) (0.036) (0.554) (0.566) (0.558) (0.566) (0.555) (0.539) (0.534)
修正済決定係数 0.679 0.699 0.686 0.684 0.685 0.682 0.680 0.699 0.705
標準誤差 0.817 0.803 0.770 0.798 0.789 0.793 0.785 0.751 0.742





(𝑙𝑛𝑒𝑥𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖𝑗𝑡) = 𝛽1(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝𝑖𝑡) + 𝛽2(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖𝑡) + 𝛽3(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝𝑗𝑡) + 𝛽4(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑗𝑡)
+ 𝛽5(𝑙𝑛𝑑𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗) + 𝛽6(𝑅𝑡𝑎𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑖𝑗) + 𝜀𝑖𝑗𝑡 
 
𝑙𝑛𝑒𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖𝑗𝑡 : RTA 締約国からの輸入額 
𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝𝑖𝑡 : 輸入国の GDP 
𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖𝑡 : 輸入国の一人当たり GDP 
𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝𝑗𝑡 : 相手国の GDP 
𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑗𝑡 : 相手国の一人当たり GDP 
𝑙𝑛𝑑𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗 : 各国との距離 
𝑅𝑡𝑎𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑖𝑗 : 各地域貿易協定ダミー 
 
尚、各説明変数の相関係数は表 2-9 の通りである。 
 
表 2-9 相関係数 
 
 
 表 2-10 は分析結果である。 
lnigdp lnippp lnjgdp lnjppp lndist
lnigdp 1.0000
lnippp 0.2949 1.0000
lnjgdp -0.1201 -0.0523 1.0000
lnjppp -0.0440 -0.0285 0.4672 1.0000
lndist 0.0342 -0.1836 -0.1328 -0.1429 1.0000
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表 2-10 分析結果 
 





だろうか。また、面白いことに ASEAN においてはマイナスに 1％有意となった。ASEAN の
2016 年の輸出先を見てみると、1 位は中国、2 位アメリカ、3 位日本、4 位香港となっている。
上位 4 か国で ASEAN 域内の輸出額の 1.6 倍はある。そのあとはマレーシア、シンガポールと続
く。やはり消費大国としての中国、アメリカ、日本等への輸出が盛んであることが出ているので
はないだろうか。 




2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
Reporter  Gdp 1.236*** 1.203*** 1.225*** 1.233*** 1.186*** 1.215*** 1.238*** 1.216*** 1.252***
(0.017) (0.016) (0.016) (0.016) (0.016) (0.016) (0.017) (0.016) (0.016)
Reporter Gdp/capita -0.247*** -0.222*** -0.146*** -0.132*** -0.059** -0.082*** -0.047* -0.016 -0.037
0.023) (0.023) (0.023) (0.023) (0.023) (0.023) (0.024) (0.024) (0.024)
Partner Gdp 0.928*** 0.940*** 0.947*** 0.957*** 0.972*** 0.970*** 0.959*** 0.968*** 0.966***
(0.012) (0.012) (0.012) (0.012) (0.012) (0.013) (0.012) (0.012) (0.012)
Partner Gdp/capita -0.007 -0.024 -0.268 -0.042** -0.049*** -0.012 -0.027 0.026 0.036*
(0.018) (0.018) (0.018) (0.019) (0.019) (0.019) (0.020) (0.019) (0.019)
Distance -0.989*** -1.024*** -1.054*** -1.014*** -1.079*** -1.070*** -1.051*** -1.041*** -1.044***
(0.038) (0.037) (0.037) (0.037) (0.036) (0.037) (0.038) (0.037) (0.036)
Asean -2.488*** -2.508*** -2.659*** -2.974*** -2.904*** -2.978*** -3.019*** -2.812*** -2.281***
(0.860) (0.848) (0.811) (0.826) (0.800) (0.814) (0.846) (0.818) (0.801)
Nafta 0.389 0.450 0.370 0.414 0.274 0.246 0.340 0.273 0.295
(0.830) (0.819) (0.826) (0.843) (0.816) (0.830) (0.863) (0.834) (0.817)
Eu15 0.316* 0.184 0.186 0.292* 0.093 0.133 0.210 0.129 0.150
(0.162) (0.160) (0.160) (0.163) (0.158) (0.160) (0.167) (0.162) (0.158)
Cer 2.927** 2.904** 2.685* 2.589* 2.196 2.070 2.205 2.004 2.115
(1.432) (1.413) (1.426) (1.454) (1.407) (1.432) (1.490) (1.440) (1.409)
Gcc 1.061*** 1.309*** 1.168*** 1.105*** 1.013** 1.123*** 1.264*** 1.252*** 1.255***
(0.383) (0.378) (0.381) (0.388) (0.410) (0.382) (0.398) (0.384) (0.376)
Mercosur 2.072*** 1.834*** 1.690*** 1.642*** 1.401** 1.444** 1.560** 1.467** 1.605***
(0.591) (0.583) (0.586) (0.599) (0.580) (0.590) (0.614) (0.593) (0.581)
Ajcep 1.262*** 1.104** 0.936** 1.002** 0.981 1.207*** 1.328*** 1.263*** 1.119***
(0.467) (0.460) (0.442) (0.451) (0.436) (0.444) (0.462) (0.446) (0.437)
Akfta 2.014*** 2.044*** 1.765*** 2.006*** 1.980*** 1.901*** 1.995*** 1.818*** 1.627***
(0.479) (0.473) (0.453) (0.462) (0.447) (0.455) (0.473) (0.457) (0.447)
Acfta 0.747 0.802* 0.955** 0.928** 0.843* 0.972** 1.048** 0.960* 0.899**
0.482 (0.476) (0.456) (0.465) (0.450) (0.457) (0.476) (0.460) (0.450)
修正済決定係数 0.680 0.685 0.686 0.678 0.692 0.687 0.671 0.687 0.701
標準誤差 0.657 0.641 0.623 0.645 0.631 0.638 0.667 0.639 0.627
観測値数 6,806 6,840 7,043 7,082 6897 7102 7126 7095 7077
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表 2-11 分析結果（パネルデータ分析、固定効果） 
 














(0.006) (0.006) (0.005) (0.005)
Reporter Gdp/Capita -0.068*** -0.020** -0.146*** -0.114***









(0.005) (0.005) (0.004) (0.004)
Partner Gdp/Capita 0.103*** 0.112*** -0.019*** -0.015**
(0.006) (0.006) (0.006) (0.006)
Distance -1.066*** -0.951*** -1.135*** -1.0390***































year yes yes yes yes
決定係数（within） 0.685 0.069 0.682 0.685
　　　　　　（between） 0.659 0.663 0.658 0.661
　　　　　　（overall） 0.684 0.687 0.681 0.684
標準誤差 0.252 0.261 0.207 0.214













初は近隣諸国を中心に 2 国間地域貿易協定の締結を推進、2008 年に初の多国間地域貿易協定で
ある ASEAN 包括的経済連携協定を発効する。その後も 2 国間の経済連携協定の発効が続くが、
次第に多国間交渉も推進していくことになる。2018 年 12 月に環太平洋パートナーシップ協定が
















韓国との RTA である AJCEP、ACFTA、AKFTA を分析の対象とし、輸入額、輸出額を用いて
2008 年から 2016 年までの変化を回帰分析した。輸入額を被説明変数とした分析では ASEAN、
GCC、MERCOSUR、AJCEP、AKFTA、ACFTA においてはプラスで有意となっている。これ
は域内貿易が活発であることを明らかとしている。NAFTA ではすべてマイナスとなり有意とは
ならなかった。NAFTA の 1 国であるアメリカの最大の輸入先は中国であり、トランプ政権でも
米中貿易摩擦として激しく対立している。そのような影響もあり有意とはならなったとも考えら















                                                   
51 アジア太平洋自由貿易圏（Free Trade Area of the Asia pacific）、アジア太平洋経済協力会議（APEC : 


































を応用し、独自の原産地制限度（RoO Index : Rules of Origin Index）を構築する。第６節では構






 原産地規則には大きく分けて 2 つの種類がある。1 つは特恵原産地規則であり、もう 1 つは非
特恵原産地規則である。特恵原産地規則とは、地域貿易協定締約国の産品かどうかを判断するた
め、若しくは開発途上国からの輸入に適用可能な一般特恵関税（Generalized System of 
Preference : GSP）を判断するための原産地基準である。非特恵原産地規則とは、世界貿易機関
（World Trade Agreement : WTO）の協定税率を適用するため、貿易統計を取るため、アンチ・
ダンピング協定等を適用するためなどの政策に係る原産地規則である。 
 WCO における原産地規則調和作業は 1995 年に開始され、当初期限は 3 年間とされていたが、
現在も継続作業中となっている。図 3-1 は WCO において調和作業を行っている原産地規則の体
系図である。 
 




 WCO での調和作業終了後は、WTO で承認を受け正式に合意に至ることになる。この作業は
WTO において各品目の類における共通な問題を取りまとめたものをイシューとして検討してお
り、約 7 割が合意に至っている52。 
また、図 3-2 は我が国日本の EPA（経済連携協定 : Economic Partnership Agreement）原産
                                                   




























地規則である。基本的に WCO 原産地規則に従っている。 
 














分類についての統一システム（Harmonized Commodity Description and Coding System）に関
する国際条約」に基づいて定められている。例えば H.S.CODE 3908.10 合成樹脂（ポリアミド）
を使用し、5503.20 合成樹脂の短繊維を製造する。ここでは H.S.CODE2 桁（39 類から 55 類へ）
の関税分類変更が行われたことになる。要するに非原産材料と出来上がった産品の分類が違うも

















表 3-1 は我が国の統計番号を示したものである。 
 









ことになる。今般の NAFTA における自動車の域内原産地割合が当初の 50％から 75％に引き上
げられたのは自国関与基準を引き上げた何物でもない。加工工程基準とは当該国で一定の加工が
行われた場合に当該国産品として認めるものである。テキスタイル及びアパレルに多く設定され







原産地規則で必要な加工要件を定めている。この場合、5503.20 の材料を使用し H.S.CODE 
5509.11 の糸にすることで 1 工程、さらに H.S.CODE 5512.11 の生地にすることで 1 工程、その
生地を使い H.S.CODE 6205.30 の製品にすることで 1 工程となる（図 3-3）。加工工程基準は締約
国で指定された工程を行うことで当該国の原産と見なすものである。我が国日本が締結している
地域貿易協定では繊維製品においては基本的に 2 工程基準をとっている。 
 
  
                                                   














 実際の原産地規則を見てみる。前述の H.S. CODE 6205.00 男性用のシャツ（人造繊維製のも
の）の日シンガポール経済連携協定の原産地規則は、“第 62.01 項から第 62.11 項までの各項の
産品への他の類の材料からの変更、（第 50.07 項、第 51.11 項から第 51.13 項までの各項、第
52.08 項から第 52.12 項までの各項、第 53.09 項から第 53.11 項までの各項、第 54.07 項、第




いことになるが、( )内に含まれていない分類、例えば第 59 類（染み込ませ、塗布し、被覆し
又は積層した紡織用繊維の織物類及び工業用の紡織用繊維製品）を使用して製品にした場合は、



































































うになっているであろうか。世界の EPA/FTA 原産地規則は大別して 3 つの類型が存在54してい
                                                   
54 経済産業省 2017 年不公正貿易報告書 第Ⅲ部 経済連携協定・投資協定 第 1 章 物品貿易の諸論点より 

























と当該国の原産とは見なされない。表 3-4 は NAFTA における繊維製品の繊維製品の原産地規則
である。 
 





（Regional Value Content）は産品の取引価格から算出する取引価格方式（Transaction Value 
Method）の場合は 60％以上、材料費、人件費など費用を計算して算出する純経費方式（Net 
Cost Method）の場合は 50％以上となっており、その付加価値も協定発効当初域内原産割合
50％から最終 62.6％まで引き上げられる55。更に第 2 章で述べた通り、2018 年に行われた再交





ある。2 国間累積は 2 国間でのみ累積が可能な制度で、2 国間の地域貿易協定などが該当する。
地域累積は一定の地域内で生産された産品を累積し、その地域の原産とするもので、特恵関税適
用国（GSP : Generalized System of Preference）に適用されている。多国間累積は汎欧州地中
海累積があり、相互に地域貿易協定が締結されている場合、同一の原産地規則であれば相手が締
約している国にも累積を適用するものである。完全累積は、EU と EEA（European Economic 
Area）諸国であるリヒテンシュタイン、ノルウェー、アイスランド、地中海諸国の一部の国と
の間で適用される累積制度である。EU は欧州のみならず「汎欧州地中海原産地規則制度」を制
定しており、EU 諸国と EFTA（European Free Trade Association）諸国（リヒテンシュタイ
                                                   



















and Suominen（2006）では原産地規則の制限度を数値化した Estevadeordal RoO Index を利
用して各 RTA の制限度を検証している。Cadot, Estevadeordal and Suwa-Eisenmann
（2006）では輸出補助金と原産地規則の関係を測り、Harris（2007）は Estevadeordal の RoO 
Index を更に細分化し複雑な原産地規則に対応できるように Harris RoO Index を構築してい





必要がある。図 3-4 は原産地規則によるコストの比較である。 
 
  
                                                   
56 ジェトロ ユーロトレンド 2009.6 EU の FTA 戦略および主要 FTA の交渉動向より 
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 RTA 財 L と輸入財 K を使用し生産する場合、本来 L と K の最適な投入割合は Z であるが、原
産地規則による地域原産割合により投入割合を X に変更しなければ RTA の便益を受けることが









 NAFTA は関税分類変更を基本としているため、関税分類変更を中心として付加価値基準は 4 桁
















y = 1 if y* < CI CI…Change of Item (8桁分類変更）
y = 2 if CI < y* < CS CS…Change of Subheading （6桁分類変更）
y = 3 if CS < y* < CS and VC CH…Change of Heading （4桁分類変更）
y = 4 if CS and VC < y* < CH CC…Change of Chapter （2桁分類変更）
y = 5 if CH < y* < CH and VC VC…Value-Content Criterion （付加価値基準）
y = 6 if CH and VC < y* < CC TECH…Technical Requirement （加工工程基準）
y = 7 if CC < y* < CC and TECH
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 Estevadeordal and Suominen（2006）ではこの Estevadeordal の RoO Index を使用
し、各 RTA の制限度を検証している（図 3-5）。 
 
図 3-5 RTA における原産地規則の制限性 
Estevadeordal and Suominen（2006）より筆者加筆 
 
  Estevadordal RoO Index で分類すると、いくつかのグループに分かれる。一番制限的な RTA
は NAFTA グループで、アメリカを中心とした RTA ということになる。次に EU グループ、
MERCOSUR グループとなる。ASEAN を中心とした ASIA は付加価値基準を取っている RTA が
多く、Estevadeordal RoO Index で制限度を数値化するとすべて 4 になる。付加価値の割合はす
べて無視されるためである。 
また各協定の分野別に原産地規則の制限度を見ている（表 3-6）。Estevadeordal RoO Index の
中心が 4 となっているため、1－2 が制限度が緩く、3－5 が 4 を中心とした中心的制限度、6－7
が制限的と考えることができる。第 1 分類 Live Animals、第 2 分類 Vegetable Products は原産
地規則が完全生産品となっている協定が多いため、RoO Index は高くなる。動植物に関しては当














































































































































































































表 3-6 Estevadeordal RoO Index selected PTAs 
 
Estevadeordal and Suominen（2006）より引用 
 
 Harris（2007）では、Estevadeordal RoO Index を更に細分化した RoO Index を構築してい
る。関税分類変更を基準としているが、原産地規則には例外があるため、その例外に対応するよ
うに制限度を設定（制限度±）している。また、付加価値基準は地域原産割合によってその制限
度を変えている。少なくとも前述の Esteradeordal RoO Index の RTA 別で見た場合の数値は
ASEAN を中心とした ASIA の数値は+5 となり、Esteteadeordal RoO Index よりも制限的とな




















1 Live Animals 7.0 5.3 6.0 6.0 6.0 6.0 5.4 5.9 7.0 6.0 7.0 6.2
2 Vegetable Products 6.6 4.0 6.0 6.0 5.9 6.0 6.7 5.6 7.0 6.1 6.6 6.6
3 Fats and Oils 4.7 4.0 6.0 6.0 6.0 6.0 3.5 3.0 7.0 7.0 7.0 4.0
4 Food, Bev. & tabacco 5.0 4.4 4.7 5.7 5.7 5.4 4.8 3.7 6.8 5.2 5.4 4.6
5 Mineral Products 3.5 3.5 6.0 3.9 4.0 5.7 5.7 5.3 6.6 5.4 4.0 4.8
6 Chemicals 3.9 3.8 5.3 2.6 2.5 3.8 3.9 2.6 3.7 4.0 4.0 2.5
7 Plastics 4.9 4.9 4.8 3.7 3.6 4.2 4.2 3.2 4.0 4.1 4.7 4.0
8 Leather Goods 3.3 3.5 5.6 5.0 4.5 5.5 5.5 3.7 4.0 4.9 3.8 3.4
9 Wood Products 2.9 2.9 4.0 4.1 4.1 4.7 4.6 3.2 4.0 4.1 4.8 3.3
10 Pulp and Paper 4.4 4.6 4.8 4.9 4.9 6.0 6.2 4.1 4.0 4.3 4.3 3.9
11 Textile and App. 6.1 6.1 6.9 5.9 5.9 5.8 5.8 4.5 6.0 5.5 6.1 3.4
12 Footwear 2.8 4.1 4.9 4.8 3.8 4.8 4.3 3.5 4.3 4.7 2.6 3.7
13 Stone and Glass 3.7 3.7 4.9 4.4 4.4 4.9 5.0 4.2 4.0 5.0 3.7 3.5
14 Jewellery 3.7 3.7 5.3 5.2 4.9 5.4 5.4 4.0 4.0 5.4 3.7 3.4
15 Base Metals 4.2 4.0 4.6 4.6 4.6 4.6 4.7 3.8 4.0 4.5 3.9 3.4
16 Mach. & Elec. Eq. 4.8 4.0 3.2 2.9 2.8 3.7 4.5 4.3 6.0 3.8 4.1 3.6
17 Transportation Eq. 4.7 4.2 4.8 4.2 3.7 4.2 3.3 3.4 4.0 4.3 3.8 3.8
18 Optics 5.0 4.4 4.0 4.5 4.1 3.8 4.8 4.0 4.0 4.3 3.9 3.5
19 Arms & Ammun. 4.0 4.0 4.7 5.5 5.5 5.5 5.9 4.0 4.0 4.8 3.1 4.0
20 Works ofArt, Misc. 4.1 4.1 5.1 5.3 5.2 5.8 6.0 3.6 4.6 4.7 4.0 3.3




















Alternative Rule Points は“又は”の場合を－３とするものである。選択できる場合、いずれか
のルールを満たせばよいため、制限度が緩くなるという考え方である。 
 
また Hayakawa（2012）では、RoO Index を表 3-8 の通りに設定している。 
  
Change of classification points Exception Points :
Δ I +2 exI +4
Δ S +4 > exI and < exS +5
Δ H +6 > exS and < exH +6
Δ C +8 > exH and < exC +7
> exC +8
Addition Points : Value Text Points :
addI -5 > 0% and < 40% +5
> addI and < addS -6 > 40% and < 50% +6
> addS and < addH -7 > 50% and < 60% +7
> addH and < addC -8 > 60% +8
Add without CC +8 Net Cost +1
Technical Requirement Points : +4 I…Change of Item（8桁分類変更）
Alternative Rule Points : -3 S…Change of Subheading（6桁分類変更）










地規則を満たせばよく、and（&）は双方の基準を満たす必要がある。よって or より and の方
が厳しい原産地規則であるとの判断から Score を調整している。 
 他に Conconi et al.（2016）は NAFTA を分析対象とし、最終財における中間財の輸入を原産
地規則との関係を分析している。Kuroiwa（2006）は東アジアにける AFTA と ASEAN-China 
FTA をアジア産業連関表を利用して原産地規則を分析している。Kelleher（2012）は、Harris 
RoO Index と累積、デミニマス（僅少の非原産材料）、証明手法を合わせて Regime Weighted 
Harris Index（RWHI）として 2000 年から 2010 年の域内貿易フローにおける RoO の影響を分
析している。また Medalla and Balboa（2009）、Cadot, Melo and Portugal-Perez（2006）、
Portugal-Perez（2009）など多くの研究がある。 
 
３－５．RoO Index の構築 
 上述先行研究をもとに、原産地規則の制限度を検証する。日本における RTA の原産地規則は
前述の EPA 原産地規則でみた通り、完全生産品、原産材料のみから生産される産品、実質的変
更基準（関税分類変更基準、付加価値基準、加工工程基準）となる。ただし、その品目別規則を




CS/RVC 1 CS…Change of Subheading
CS/RVC/TECH 1 CH…Change of Heading
CS 2 CC…Change of Chapter
CH/RVC 3 RVC…Value-added Content




























































































































その制限度は関税分類変更の 2 桁、4 桁、6 桁によって制限指数は違うため、Harris RoO Index
に従う。更に付加価値基準は地域原産割合の割合によって制限度は当然違ってくる。当該国で付
加される割合が 40％と 60％では当然 60％のほうが制限度が強いことになる。付加価値基準は
Harris RoO Index を参照する。加工工程基準は第 11 部紡織用繊維及び製品でよく適用される規
則であるが、その中身を見てみると、製織される（糸を生地にする＝加工工程基準）がある。図
３で見たように、H.S.CODE 5509.11 合成繊維の紡績糸（単糸）を H.S.CODE 5512.11 合成繊
維の短繊維の織物（漂白していない織物及び漂白したもの）に加工した場合、関税分類は同じ類
（55 類）であり、加工しても 2 桁関税分類変更とはならない。また 2 工程を必要とする場合
も、H.S.CODE 5503.20 合成繊維の短繊維を H.S.CODE 5509.11 合成繊維の紡績糸（単糸）
にする場合も 2 桁関税分類変更とはならない。よって加工工程基準は 2 桁関税分類変更よりは変
更が少ないことになる。1 工程でも 2 工程でも 4 桁関税分類変更と認識されることになるため、














H.S.CODE 6205.30 男性用のシャツ（人造繊維製のもの）の各協定の原産地規則を見てみる。 
日シンガポールの場合、①第 62.01 項から第 62.11 項までの各項の産品への他の類の材料から
の変更、②（第 50.07 項、第 51.11 項から第 51.13 項までの各項、第 52.08 項から第 52.12 項ま
での各項、第 53.09 項から第 53.11 項までの各項、第 54.07 項、第 54.08 項、第 55.12 項から第




日メキシコの場合、①第 62.01 項から第 62.17 項までの各項の産品の他の類からの変更、②
（第 51.06 項から第 51.13 項まで、第 52.04 項から第 52.12 項まで、第 53.07 項から第 53.08 項
まで、第 53.10 項から第 53.11 項まで、第 54 類、第 55.08 項から第 55.16 項まで、第 58.01 項
から第 58.02 項まで又は第 60 類の材料からの変更を除く。）③ただし、当該産品が一方又は双方
の締約国の区域において、裁断され、かつ、縫い合わされること又は組み立てられることを条件
とする。①は 2 桁関税分類変更のため+8、②は 4 桁関税分類変更の例外で+6、または 2 桁関税
部類変更の例外で+8 となるため、平均をとって+7、③は加工工程基準（裁断され、かつ縫い合
関税分類変更基準
CC +8 Change of Chapter（2桁分類変更）
CTH +6 Change of Heading（4桁分類変更）















同じ 16 と定めているため、16 となる。 





表 3-11 H.S.CODE 6205.30 男性用シャツ（人造繊維製のもの）の品目別規則 RoO Index 
 
税関ホームページ原産地規則ポータルより筆者作成 












































































































 原産地規則を数値化してみると、完全生産品が+16 であり、関税分類変更が+8 いう数値か
ら鑑みると、当該分類（H.S. CODE 6205.30 男性用のシャツ（人造繊維製のもの）は 12 から
16 という数値になり、非常に制限的であることがわかる。 





３－６．各 EPA RoO Index の検証 
 各地域貿易協定の原産地規則は前述のように様々であり、その解釈が難解であることは言うま
でもない。各国によってそれぞれ特徴があり、その国が守りたいもの、力を入れたいものが見え
てくる。例えば、各 EPA の原産地規則の平均値（実行関税率表第 11 部）を見てみると、表 3-
12 のようになる。 
 
表 3-12 各 EPA の RoO Index 平均値（実行関税率表第 11 部） 
 
Nakaoka RoO Index に基づき平均値算出 
 
 まず、Average は実行関税率表第 11 部すべての分類における原産地規則の制限度の平均であ
る。2 桁関税分類変更（CC）を+8 と設定していることから、さらに厳しい原産地規則を課してい
ることがわかる。前述の H.S. CODE 6205.30 男性用シャツ（人造繊維製のもの）の品目別規則を
見てもわかるように、例外や条件を付されたものが多く、関税分類変更よりも厳しい条件になっ
ている。完全生産品+16 を制度合 100％とすると、各 EPA の原産地規則は図 3-6 のようになる。 
 
  
EPA Average Primary Parts Processed Intermediate Consumption(final)
Singapore 10.07 9.13 11.00 8.93 9.69 11.96
Philippines 10.37 11.07 16.00 9.07 12.05 12.21
Mexico 13.86 9.20 14.00 12.99 12.06 15.75
Malaysia 10.21 8.73 13.88 9.00 10.54 12.20
Chile 10.06 10.87 8.00 6.95 8.61 15.03
Thailand 11.78 9.20 13.88 11.25 11.44 12.73
Indonesia 10.12 8.73 14.25 8.97 10.65 11.98
Brunei 10.75 9.13 16.00 9.06 11.40 13.48
ASEAN 10.97 9.13 12.75 10.38 10.75 12.06
Swiss 12.15 7.40 13.25 10.50 10.38 15.26
Vietnam 10.72 10.73 13.00 9.85 11.19 12.06
India 11.96 14.00 12.00 11.81 12.60 12.00
Peru 12.92 8.73 14.00 12.46 11.73 14.06
Australia 10.32 8.13 11.38 9.41 9.64 11.98
Mongolia 10.66 8.27 11.38 10.10 9.92 11.80
Average 11.13 9.50 12.98 10.05 10.84 12.97
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図 3-6 各 EPA の原産地規則制限度合（実行関税率表第 11 部） 
 
Nakaoka RoO Index 平均値より制限度算出 
 
 制限度合としては 60％から 90％を占めており、非常に制限的であることが確認できる。ま
た、各生産工程別57（素材：primary、部品：parts、加工品：processed、消費財：
consumption）に分類してみてみると、フィリピン、ブルネイは parts に非常に厳しい制限をか






                                                   
57 RIETI-TID Database 参照 
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図 3-7 各 EPA の中間財、最終財の制限度合（実行関税率表第 11 部） 
 
Nakaoka RoO Index 中間財、最終財より制限度算出 
 
 また、基本的な原産地規則の変更基準を見てみると表 3-13 のようになる。 
 
表 3-13 基本的な原産地規則の変更基準（実行関税率表第 11 部） 
 
 
各 EPA 品目別原産地規則より集計 
 
 その割合を見てみると図 3-8 のようになる。 
 
EPA CC CTH WO
Singapore 490 303 3
Philippines 503 283 10
Mexico 576 220
Malaysia 511 285
Chile 499 287 10
Thailand 498 298
Indonesia 507 289
Brunei 490 303 3
ASEAN 508 285 3
Swiss 483 310 3
Vietnam 497 290 9















 本章では、日本が締結している各地域貿易協定の原産地規則を Nakaoka RoO Index を構築し
た後に、そのルールに従い数値化、検証した。原産地規則は地域貿易協定を利用する企業にとっ
ては欠かせないルールである。Nakaoka RoO Index は先行研究の Estevadeordal RoO Index よ
りも複雑な原産地規則に対応できるようにした Harris RoO Index を参考にし、さらに日本の原
産地規則の複雑な条文にも対応できるように独自の目線で作成したものである。よって





産地規則における制限度の平均は、11.13 となり、2 桁関税分類変更を+8 としている基準よりも
厳しいものである。また、中間財と最終財を比較すると、最終財の方が制限度が大きい。これ
は、最終財を輸入するにあたり、厳しい原産地規則を課すことにより、その輸入を制限しようと





























 地域貿易協定の締結は 1990 年代から始まった各国の協定発効により加速されているが、地域
貿易協定は市場アクセスの改善（関税の撤廃）を推進するのみならず、多くの交渉分野がある。




























                                                   










る。投資も交渉分野の 1 つであり、2002 年に初の経済連携協定締約国シンガポールを初め、メキ
シコ、マレーシア、チリ、タイ、ブルネイ、インドネシア、スイス、フィリピン、ベトナム、イン
ド、ペルー、オーストラリア、モンゴル、CPTPP、EU との協定に設定されている59。  











表 4-1 は我が国が締結している経済連携協定締約国61の投資流入ランキングである。 
 
表 4-1 直接投資残高（流入）ランキング 
 
UNCTAD 直接投資残高より筆者作成 
                                                   
59 ベトナム、チリの EPA 投資章には投資協定を準用 
60 International Centre for Settlement of Investment Disputes : 投資紛争解決国際センター「国家と他
の国家の国民との間の投資紛争の解決に関する条約」 
61 CPTPP、EU を除く 
国 1990年 2000年 2010年 2017年
シンガポール 15 15 9 5
メキシコ 16 13 16 17
マレーシア 25 20 38 40
チリ 18 22 29 23
タイ 33 28 33 29
インドネシア 152 34 30 24
ブルネイ 129 65 127 158
カンボジア 127 96 109 86
ミャンマー 89 66 78 78
ラオス 137 124 145 124
フィリピン 42 49 65 52
スイス 14 16 8 7
ベトナム 96 46 52 42
インド 54 45 22 20
ペルー 61 52 58 46
オーストラリア 7 14 14 13





図 4-1 はベトナムにおける直接投資残高（流入）の 1980 年からの実績である。 
 




 図を見てわかるとおり、確実に直接投資は増加している。ベトナムは 1986 年に市場経済システ
ムの導入と対外開放化を柱としたドイモイ政策63を打ち出し、市場経済原理を導入している。1995
年に ASEAN に加盟、1988 年には外国投資法を設立、FDI 受入れ体制を整えた。1998 年には
APEC（アジア太平洋経済協力、Asia Pacific Economic Cooperation）に正式に参加、2007 年に
は WTO に加盟し、自由貿易体制の強化、世界の一員としての体制を確立している。またベトナ
ムが締結している地域貿易協定は表 4-2 の通りである。 
 
  
                                                   
62 スイス＋リヒテンシュタインのデータ 
63 外務省わかる！国際情勢 vol.81 ベトナム～東南アジアの活力みなぎる国より 
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表 4-2 ベトナムの地域貿易協定 
 
WTO RTA LIST より抜粋 
 
 2 国間と ASEAN としての地域貿易協定を合わせると 10 の地域貿易協定が存在している。次
に、ベトナムの GDP 及び一人当たり GDP を見てみると、図 4-2 のようになる。 
 
図 4-2 ベトナムの GDP 及び一人当たり GDP（伸び率） 
 
WORLD DEVELOPMENT INDICATOR より筆者作成 
 
 ベトナムの経済成長は著しく、1985 年を 1 とすると、2017 年では GDP で 16 倍近く、一人
当たり GDP で 10 倍となっている。 
 目覚ましい経済発展の要因はドイモイ政策をはじめとした市場経済システム対外開放化推進か
ら海外からの直接投資の増大、そして ASEAN の一員としての ASEAN 諸国との連携強化を図
り、APEC への参加や WTO の加盟など全方位外交を行った結果、今や世界の生産地であり大き
な市場へと発展したのであろう。 
RTA Name Type Notification Date of entry into force
Eurasian Economic Union (EAEU) - Viet Nam FTA & EIA GATT Art. XXIV & GATS Art. V 5-Oct-16
Korea, Republic of - Viet Nam FTA & EIA GATT Art. XXIV & GATS Art. V 20-Dec-15
Chile - Viet Nam FTA GATT Art. XXIV 1-Jan-14
Japan - Viet Nam FTA & EIA GATT Art. XXIV & GATS Art. V 1-Oct-09
ASEAN - India FTA & EIA Enabling Clause & GATS Art. V 01-Jan-2010(G) / 01-Jul-2015(S)
ASEAN - Korea, Republic of FTA & EIA 01-Jan-2010(G) / 14-Oct-2010(S)
ASEAN - Australia - New Zealand FTA & EIA GATT Art. XXIV & GATS Art. V 1-Jan-10
ASEAN - Japan FTA GATT Art. XXIV 1-Dec-08
ASEAN - China FTA & EIA Enabling Clause & GATS Art. V 01-Jan-2005(G) / 01-Jul-2007(S)








図 4-3 は海外直接投資における近接性と集中のトレードオフを表したものである。 
 










壁など）と FDI による固定費用のトレードオフとなる。垂直的 FDI は本社機能と生産工程を分
離するものであり、企業内貿易が発生する。複合型 FDI はプラットホーム（輸出拠点）型、輸
出目的の子会社設立のための投資など多国籍企業による複雑な FDI のパターンとしている。 















図 4-4 企業の戦略的アウトソーシング 
 
Thoenig and Verdier（2006）より引用 
 













































































行することになる。日本企業の海外直接投資先としては、1980 年から 2012 年のデータで分析
すると、先進国への投資から開発途上国への投資へとシフトしていることがわかる。この間の先
進国への投資は 51.2％から 20.2％へと減少しているのに対し、開発途上国への投資は 48.9％か
ら 79.8％へと増加している。地域別でみてみるとアジアで 44.9％から 72.4％と増加しており、











部門別構成をみると 1980 年から 2000 年まで大きな変化はないが、サービス部門が 52.1％、
製造部門が 41.2％という直接投資割合となっている。実証分析は 1986 年から 2012 年の東洋経
済のデータを利用し、分析は 97 ヶ国、コンディショナル・ロジット・モデルで分析している。
分析に利用した変数は表 4-4 の通りである。 
 




Asia 44.9 66.3 72.4
Northeast Asia 19.0 34.4 479.0
China 2.6 22.1 37.7
Korea 3.0 2.5 3.8
Southeast Asia 24.4 29.6 19.4
Brunei 0.0 0.0 0.0
Cambodia 0.0 0.1 0.2
Indonesia 1.8 5.1 2.8
Lao PDR 0.0 0.0 0.1
Malaysia 6.0 5.1 1.5
Myanmar 0.0 0.1 0.1
Philippines 1.1 3.3 1.1
Singapore 6.9 4.9 2.8
Thailand 8.6 9.0 6.7
Viet Nam 0.0 2.0 4.0
South Asia 1.0 1.7 3.8
India 0.7 1.4 3.6
Developing regions 48.9 72.1 79.8
Developed regions 51.1 27.7 20.2
Country / Region
Geographical Distribution of Overseas Affiliates of Japanese Firms
Definition
Dependent variable Foreign affiliate of Japanese firms : country and year of establishment
GDP in constant 2005 US$
Wage rate proxyed by GDP(in constant 2005 US$)/Population (age 15-64)
real exchange rate : local currency/yen (index:2010=1) adjusted by CPI
exchange rate volatility : coefficient of variation for the past 5 years
Inflation : the change in consumer price index
Cumulative number of FDI cases
Electric power consumption per capita
Trade openness (export+import)
BIT BIT1 Traditional BIT with investment protection
BIT2 Comprehensive BIT with investment liberalization






















消費量（ln ELEC）はその国のインフラを図る 1 つの指数であり、電力供給は高い品質の製品を
生産する 1 つのポイントとなる。貿易政策の開放度（TRADE）も直接投資に多いに影響を与え
るため、プラスになると予測する。投資協定は BIT1 と BIT2 分けている。BIT1 は伝統的な投
資協定であり保護的な協定を締結している締約国、BIT2 は BIT1 に加え自由化を含んだ新しい
投資協定である。そして FTA は地域貿易協定締約国である。BIT と FTA は FDI 決定に重要な
要素である。分析はすべてのサンプル、開発途上国、先進国の 3 つに分けてされている。分析結
果は表 4-5 の通りである。 
 
















lnWAGE -*** -*** -*** -*** -




















lnELEC +*** +*** +*** +*** +***










FTA +*** +*** -***
BIT2*FTA -*** -***
Observations 1,481,947 1,481,947 1,096,328 1,096,328 385,619
ID 18,874 18,874 13,708 13,708 5,166
Pseudo R2 0.3484 0.3506 0.4306 0.4363 0.5013
























①輸出、②市場指向型 FDI、③輸出基地型 FDI あるとし、その戦略と原産地規則の関係を実証
分析している。Kondo（2015）では NAFTA 内でのメキシコにおける日本企業の販売・調達が
どのような影響を受けているかをパネルデータ分析で行っている。他にも Kuno, Urata and 
Yokota（2016）や Ishido（2017）などの研究がある。また石瀬（2012）では企業の異質性の観
点から生産性の高い企業ほど輸出や海外投資をしているという分析結果を導いている。 
 また Estevadeordal, Lopez-Cordova and Suominen（2006）においては 1994 年から 2000 年





𝑀𝑋) =  𝛽0 +  𝛽1(ln 𝑇𝑎𝑟𝑖𝑓𝑓𝑖𝑡




𝑀𝑋) +  𝛽5(𝑃𝑟𝑒𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑐𝑒𝑖𝑡
𝑈𝑆) +  𝛽6(𝐹𝐷𝐼_𝑐𝑎𝑝𝑖
𝑀𝑋) +  𝛽6(𝑅𝑂𝑂𝑅𝐼𝑖)
+  𝛽7 ln(𝑅𝑂𝑂𝑅𝐼_𝑑𝑜𝑤𝑛𝑖) + 𝛽8(𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠 𝑡𝑜 𝑇𝑟𝑎𝑑𝑎𝑏𝑙𝑒𝑠𝑖
𝑀𝑋) +  𝛽9(𝑅𝑂𝑂𝑅𝐼_𝑑𝑜𝑤𝑛𝑖)
∗ (𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠 𝑡𝑜 𝑇𝑟𝑎𝑑𝑎𝑏𝑙𝑒𝑠𝑖
𝑀𝑋) + 𝛽10ln (𝑅𝑂𝑂𝑅𝐼_𝑢𝑝𝑖) + 𝜀𝑖𝑡 
ln(𝐹𝐷𝐼𝑖𝑡




𝑀𝑋) : メキシコ FTA における加重平均関税及び FTA 税率 
𝑙𝑛(𝐹𝐷𝐼_𝐺𝑙𝑜𝑏𝑎𝑙𝑖
𝑈𝑆) : アメリカにける世界への FDI フロー 
(𝑆𝑎𝑙𝑎𝑟𝑦_𝐷𝑢𝑚2𝑖
𝑀𝑋) : メキシコにおける 3 分割中の 2 番目のサラリーレベル 
(𝑆𝑎𝑙𝑎𝑟𝑦_𝐷𝑢𝑚3𝑖
𝑀𝑋) : メキシコにおける一番高いサラリーレベル 
(𝑃𝑟𝑒𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑐𝑒𝑖𝑡
𝑈𝑆) : アメリカとメキシコ間の関税マージン（MFN 関税と RTA 関税の差） 
(𝐹𝐷𝐼_𝑐𝑎𝑝𝑖
𝑀𝑋) : NAFTA におけるメキシコの FDI フロー（外国投資家による直接投資の許容率） 
(𝑅𝑂𝑂𝑅𝐼𝑖) : RoO Index （Estevadeordal RoO Index） 
ln(𝑅𝑂𝑂𝑅𝐼_𝑑𝑜𝑤𝑛𝑖) : 川下産業における RoO 制限度 
(𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠 𝑡𝑜 𝑇𝑟𝑎𝑑𝑎𝑏𝑙𝑒𝑠𝑖
𝑀𝑋) : 川下産業のシェア 
(𝑅𝑂𝑂𝑅𝐼_𝑑𝑜𝑤𝑛𝑖) ∗ (𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠 𝑡𝑜 𝑇𝑟𝑎𝑑𝑎𝑏𝑙𝑒𝑠𝑖
𝑀𝑋) : 川下産業における取引可能な製品のシェア 
ln (𝑅𝑂𝑂𝑅𝐼_𝑢𝑝𝑖) : 川上産業における RoO 制限度 
 
 結果は RoO Index はすべてマイナスに有意となり、直接投資にはマイナスの影響があること
になる。川下産業においてもマイナスに有意となり、川下産業に従事する企業にとっては直接投







ってアメリカ市場における NAFTA の便益を多く享受しており、NAFTA 下の投資の自由化によ









(𝑙𝑛𝑓𝑑𝑖𝑖𝑗𝑡) =  𝛽1(𝑙𝑛𝑡𝑟𝑎𝑑𝑒𝑖𝑗𝑡) +  𝛽2(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝 𝑖𝑗𝑡) + 𝛽3(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖𝑗𝑡) +  𝛽3(𝑙𝑛𝑑𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗)
+  𝑦𝑒𝑎𝑟 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑡 +  𝜀𝑖𝑗𝑡 
𝑙𝑛𝑓𝑑𝑖𝑖𝑗𝑡：日本からの直接投資額 








 データは 2005 年から 2017 年のデータで、直接投資額は日本銀行国際収支統計直接投資残高
より、GDP 及び一人当たり GDP は World Development In dicator より、各国からの距離は















表 4-6 相関係数 
 
 





lnimp lngdp lnppp lndist margin roo
lnimp 1.0000
lngdp -0.2530 1.0000
lnppp -0.6322 -0.1385 1.0000
lndist -0.7795 0.6663 0.4107 1.0000
margin 0.0342 -0.1320 0.3046 -0.3256 1.0000
roo -0.5004 0.3509 0.0965 0.5995 -0.7179 1.0000
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表 4-7 分析結果（最小二乗法及びパネルデータ分析） 
 
（ ）内は標準偏差、***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示す。 
Dependent Variable ln(fdi) (1) (2) (3) (4) (5)


















(0.100) (0.121) (0.122) (0.096) (0.078)
lngdp/capita 0.176*** 0.330*** 0.302*** 0.134** 0.302***
(0.063) (0.079) (0.078) (0.060) (0.078)
lndistance 0.190 0.035 -0.173 -0.057 -0.173





























修正済決定係数 0.526 0.231 0.255




観測値数 401 401 401 401 401
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(𝑙𝑛𝑓𝑑𝑖𝑖𝑗𝑡) = 𝛽1(𝑙𝑛𝑖𝑚𝑝𝑖𝑗𝑡) + 𝛽2(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝 𝑖𝑗𝑡) 𝛽3(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖𝑗𝑡) + 𝛽3(𝑙𝑛𝑑𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗) + 𝛽4(𝑚𝑎𝑟𝑔𝑖𝑛𝑖𝑗𝑡)
+  𝛽5(𝑟𝑜𝑜𝑖𝑗𝑡) +  𝑅𝑇𝐴 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦 +  𝑦𝑒𝑎𝑟 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑡 +  𝜀𝑖𝑗𝑡 
 
𝑙𝑛𝑓𝑑𝑖𝑖𝑗𝑡：日本からの直接投資額 
𝑙𝑛𝑖𝑚𝑝𝑖𝑗𝑡 : 直接投資国からの輸入額 
𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝 𝑖𝑗𝑡：直接投資国の GDP 
𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖𝑗𝑡：直接投資国の一人当たり GDP 
𝑙𝑛𝑑𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗：直接投資国との距離 
𝑚𝑎𝑟𝑔𝑖𝑛𝑖𝑗𝑡：各国 MFN 税率と EPA 税率との差 
𝑟𝑜𝑜𝑖𝑗𝑡：RoO Index 
𝑅𝑇𝐴 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦：各地域貿易協定ダミー 
𝑦𝑒𝑎𝑟 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑡：2012年から 2017年 
 
 表 4-8は分析結果である。 
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表 4-8 分析結果（最小二乗法及びパネルデータ分析） 
 
（ ）内は標準偏差、***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示す。 
  
 （６）は締約国内に日本からの直接投資と輸入額、GDP 及び一人当たり GDP、距離にどのよ
うな影響があるかを見たものである。輸入額は 1％プラスに有意となり、輸入額が大きいほど直
接投資は促進される。国の経済規模の指標である GDP は有意とはならなかったが、国の豊かさ
を示す一人当たり GDP は 1％プラスに有意となった。これは今回の分析対象国がかなり限定的
となっているため、プラスにもマイナスにもあり得、また有意にならない可能性も大いにあると
思う。分析対象とした国は先進国とは言い難く、開発途上国ばかりでもなく新興国を中心とした
国であるためである。距離も GDP 及び一人当たり GDP と同様、比較的近隣諸国が中心となっ
ているため、通常輸送コストに相当する変数であるが今回は有意、有意でないにかかわらずプラ
Dependent Variable ln(fdi) (6) (7) (8) (9) (10) (11)
Estimator OLS OLS OLS OLS PANEL PANEL
lnimp 0.750*** 0.908*** 1.220*** 0.271 1.413*** 0.271
(0.156) (0.174) (0.271) (0.340) (0.224) (0.340)
lngdp 0.276 -0.086 -0.521 10.362
*** 0.009 10.362
***
(0.188) (0.267) (0.393) (2.825) (0.350) (2.853)
lngdp/capita 1.318*** 0.978*** 0.666** -10.921*** 1.185*** -10.922***
(0.184) (0.256) (0.328) (3.149) (0305) (3.150)




(0.857) (1.364) (1.905) (1.595)
margin 0.846* 2.193** 2.318** 1.646* 2.318**






















修正済決定係数 0.521 0.545 0.557 0.801








ージン（MFN 税率と EPA 税率の差）を説明変数として入れたものである。EPA 税率を利用で
きるか利用できないかによって輸入時の関税に差が発生するため、その差が大きいほど EPA を
利用する価値がある。プラスに有意となるのは当然の結果であろうか。（８）は地域貿易協定が











加するのではないだろうか。今回は 2012 年から 2017 年と 6 年間のデータ分析となったが、
RoO は 10％有意となった。年を追うごとに各国でも法整備や直接投資受入れ体制の見直し等を
図ったり、海外からの直接投資受入れ環境が改善するのではないだろうか。（11）は country 































た。原産地規則は直接投資を促し増加させる要因の 1 つであることは明らかである。 
 今回の分析対象国は繊維分野の直接投資データを得られた 6 か国に限定されたため、偏った結
果かもしれない。分析対象もデータが得られた 2017 年までとなっているため、その後発効され
た多国間貿易協定である CPTPP や日 EU 経済連携協定のデータを含んでいない。CPTPP は繊
維分野においては今迄の地域貿易協定の原産地規則の中で一番厳しく、ヤーンフォワード（紡















第 5 章 地域貿易協定利用率と原産地規則 
 
５－１．はじめに 
 我が国日本は 2002 年シンガポールと初の経済連携協定を発効したことから地域貿易協定への
締結を推進していくことになる。世界は 1990 年代から地域貿易協定の締結が盛んになっていた




のであろうか。2018 年 12 月には環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定
（Comprehensive and Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership : CPTPP）、2019
年 2 月には日 EU 経済連携協定が発効され、日本を取巻く地域貿易協定は大きな経済圏となり、





















表 5-1 日本の地域貿易協定 
 
WTO RTA Agreement List より筆者作成 
 
次に H.S.CODE の確認が必要である。この H.S.CODE は地域貿易協定によって関税の便益を
享受するのは輸入者（輸入国）のため、輸入国の H.S.CODE の判断が優先されるとなっている。
H.S.CODE は HS 条約「商品の名称及び分類についての統一システム（Harmonized Commodity 
Description and Coding System）に関する国際条約」に基づき分類されており、HS2017 では 21
































H.S.CODE は時代に沿うよう約 5 年毎に改訂されており、新しい品目に対応したり、見直し
が図られている。例えば、HS2002 と HS2007 を見てみると、HS2002 では 6101.10、6101.90 と
いう分類があったが、6101.10 に分類される金額が少ないため、HS2007 では 6101.90 に統合さ
れている（表 5-3 参照）。 
 




Singapore Mexico Malaysia Philippines Chile
Thailand Brunei Indonesia ASEAN
HS2007 Vietnam Switzerland India Peru



























020 2その他のもの 020 2 その他のもの





020 2その他のもの 011 － 合成繊維製のもの




011 -合成繊維製のもの 6101.90 その他の紡織用繊維製のもの
019 -再生繊維又は半合成繊維製のもの 010 1 ししゆうしたもの、レースを使用したもの及び
模様編みの組織を有するもの


































 実際の経済連携協定利用率を見てみる。2016 年の実行関税率表第 11 部紡織用繊維及びその製




統計番号 品名 関税率 関税率（経済連携協定）
Statistical code Description Tariff rate Tariff rate (EPA)
番号 基本 暫定 WTO協定 特恵 特別特恵 シンガポール メキシコ マレーシア
H.S. code General Temporary WTO GSP LDC Singapore Mexico Malaysia
STEP 1 STEP 2 STEP 3 STEP 4 STEP 5 STEP 6 STEP 7
HS CODEを確認 EPA税率を確認 輸出品に係る原則を確認 原産性を確認 企業登録 原産品判定依頼 原産地証明書の発給申請
78 
 






























番号 基本 暫定 WTO GSP LDC ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾏﾚｰｼｱ ﾀｲ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌﾞﾙﾈｲ ｱｾｱﾝ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ﾍﾞﾄﾅﾑ
62.05 男子用のシャツ
6205.20 000 綿製のもの 9% 7.4% 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税
6205.30 人造繊維製のもの 9% 7.4% 無税
010 － 合成繊維製のもの 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税
090 － その他のもの 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税
6205.90 その他の紡織用繊維製のもの 9% 無税
010 － 羊毛製又は繊獣毛製のもの 7.4% 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税











































表 5-7 繊維・繊維製品の品目別規則の比較表 
 
税関ホームページ 我が国の原産地規則～一般特恵関税原産地規則詳細～2016 年 4 月より抜粋 
 
 このように経済連携協定は衣類製品（第 61～62 類）に関して 2 工程ルールを取っているのに
























































ラオスでは AJCEP が利用されていることは特異な例となるのではないだろうか。 
 また、2016 年の類別（第 50 類から第 63 類）に利用率を見てみると、図 5-4 のとおりとなる。 
 






























 地域貿易協定の利用率について近年多くの研究者が研究対象としている。Ando and Urata 
(2018)では、2015 年財務省貿易統計経済連携協定時系列表より利用率を算出し、関税マージン、
と原産地規則に注目し検証している。表 5-8 は 2015 年における経済連携協定利用率である。 
 
  
                                                   
64 税関ホームページ 1506 特恵関税の卒業及び適用除外措置についてより 
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表 5-8 2015 年経済連携協定利用率 
Ando and Urata (2018) Japanese imports under FTA scheme in 2015F/Y, by FTA partners より 
一部抜粋 
 
 ASEAN 諸国は 2 つの経済連携協定が利用できるため、それぞれ及び合算で表記されている。関
税無税分を含む場合と除外した場合の利用率を算出している。関税無税の場合は経済連携協定を
利用する必要がないため、当然全体としてみた場合利用率は下がる。関税無税を除外した場合の
利用率平均は 70％を超えている。また、ASEAN 諸国を見てみると、AJCEP と 2 国間の EPA を
比較すると、マレーシア、タイ、フィリピンは 2 国間 EPA の利用率が高く、ベトナムにおいては
AJCEP の利用率が高い。これは ASEAN との EPA の発効が 2008 年 12 月であり、マレーシアは
2006 年 7 月、タイは 2007 年 11 月、フィリピンは 2008 年 12 月65、ベトナムとの 2 国間の EPA







𝑈𝑡𝑖𝑙𝑖𝑧𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖,𝑝 =  𝛼 + 𝛽1𝑃𝑟𝑒𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑡𝑖𝑎𝑙 𝑀𝑎𝑟𝑗𝑖𝑛𝑖,𝑝 +  𝛽2𝑀𝐹𝑁 𝑇𝑎𝑟𝑖𝑓𝑓𝑝 + 𝛽3𝑁𝑇𝑀𝑖,𝑝 +  𝛽4𝑅𝑂𝑂𝑖.𝑝.𝑟 +  𝑢𝑖
+ 𝑢𝑠 +  𝑒𝑖,𝑝 
                                                   
65 日 ASEAN が利用可能になったのは 2009 年 7 月 
Imports : all tariff lines
AJCEP Bilateral AJCEP Bilateral
Singapore 5.3 2.1 3.2 29.9 11.8 18.1
Mexico 20.0 n.a. 20.0 80.6 n.a. 80.6
Malaysia 13.0 4.6 8.4 72.5 25.8 46.7
Chile 25.3 n.a. 25.3 87.8 n.a. 87.8
Thailand 28.7 0.9 27.8 85.0 2.5 82.4
Indonesia 16.3 n.a. 16.3 71.4 n.a. 71.4
Brunei 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0
Philippines 25.5 0.7 24.9 85.6 2.3 83.3
Laos 11.0 11.0 n.a. 18.1 18.1 n.a.
Myanmar 4.2 4.2 n.a. 4.6 4.6 n.a.
Switzerland 5.9 n.a. 5.9 54.8 n.a. 54.8
Viet Nam 34.3 27.2 7.1 73.4 58.2 15.2
Cambodia 9.7 9.7 n.a. 10.3 10.3 0.0
India 28.6 n.a. 28.6 65.9 n.a. 65.9
Peru 9.5 n.a. 9.5 83.0 n.a. 83.0
Australia 7.7 n.a. 7.7 79.0 n.a. 79.0
17.5 71.8
FTA Utilization rate(%) FTA Utilization rate(%)




𝑈𝑡𝑖𝑙𝑖𝑧𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖,𝑝 = 製品 p の国 i からの FTA 輸入利用率 
𝑃𝑟𝑒𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑡𝑖𝑎𝑙 𝑀𝑎𝑟𝑗𝑖𝑛𝑖,𝑝 = MFN 関税率と FTA 関税率の差（マージン） 
𝑀𝐹𝑁 𝑇𝑎𝑟𝑖𝑓𝑓𝑝 = MFN 関税率 
𝑁𝑇𝑀𝑖,𝑝 = 非関税障壁 （UNCTAD における非関税障壁定義のうち 5 つを選択66） 
𝑅𝑂𝑂𝑖.𝑝.𝑟 = 原産地規則ダミー 
 
 原産地規則は 6 分類と 12 分類の 2 つのタイプで分析している。 
原産地規則 6 分類 
CTC / VA （関税分類変更 or 付加価値基準） 
CTC （関税分類変更） 





原産地規則 12 分類 
CS / VA （6 桁関税分類変更 or 付加価値基準） 
CS （6 桁関税分類変更） 
CS & VA （6 桁関税分類変更 and 付加価値基準） 
CH / VA （4 桁関税分類変更 and 付加価値基準） 
CH （4 桁関税分類変更） 
CH & VA （4 桁関税分類変更 and 付加価値基準） 
CC / VA （2 桁関税分類変更 or 付加価値基準） 
CC （2 桁関税分類変更） 









                                                   
66 NTM_A: sanitary and phytosanitary measures (SPS)、NTM_B: technical barriers to trade (TBT)、
NTM_C: pre-shipment inspections and other customs formalities、NTM_D: contingent trade-
protective measures、NTM_E: control measures 
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表 5-9 分析結果 
 
t-statistics in parentheses. ***p<0.01, **p<0.05, *p<0.1 The number of observations are 21126. 
Ando and Urata(2018) Empirical result: aggregated version, disaggregated version より一部抜粋 
 
 原産地規則はすべてマイナスに有意となっており、利用率に負の効果があることはわかるが、
その中でも 6 分類では CTC&VA が一番数値が高く、次に CTC/VA、CTC と続く。CTC&VA＞
CTC/VA＞CTC＞WO＞SP＞VA となっている。完全生産品が一番制限度が厳しいイメージがある
が、原産地規則の組合せによっては完全生産品よりも利用率に大きな影響を与える原産地規則が
あることが明らかとなっている。12 分類では CS/VA、CS、CS&VA が負の影響が大きく、原産地
(1) (2) (1) (2)
Preferential margin 0.0555*** 0.0566*** Preferential margin 0.0552*** 0.0563***
(59.47) (55.64) (58.91) (55.13)
MFN_duty -0.00207*** MFN_duty -0.00203***
(-2.808) (-2.752)
ROO:CTC/VA -0.0794*** -0.0802*** ROO:CS/VA -0.102*** -0.103***
(-5.036) (-5.082) (-6.325) (-6.363)
ROO:CTC -0.0785*** -0.0792*** ROO:CS -0.148*** -0.148***































(-2.036) (-1.910) (-1.958) (-1.825)
ROO:WO -0.109*** -0.110*** ROO:WO -0.0996*** -0.102***
(-4.301) (-4.376) (-3.873) (-3.955)
ROO:SP -0.0626** -0.0643*** ROO:SP -0.0486* -0.0507**
(-2.572) (-2.643) (-1.942) (-2.025)
Constant 0.212*** 0.217*** Constant 0.208*** 0.213***
(12.99) (13.20) (12.65) (12.86)
R-squared 0.449 0.449 R-squared 0.450 0.451
aggregated version disaggregated version
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規則としては関税分類変更の中では CC（2 桁関税分類変更）が最も制限的であるが、CS（6 桁関
税分類変更）が大きな負の影響を与えていることは興味深い。 
 他に Hayakawa、Kim、Laksanapanyakul and Shiino（2013）では、2011 年におけるタイか
ら韓国への輸出において、H.S.CODE6 桁で税関データと原産地証明書発給データを利用し利用
率を検証しており、Hayakawa and Laksanapanyakul（2013）では ASEAN+1 の FTA に注目
し、タイの輸出データで ASEAN-Korea、ASEAN-China の利用率を原産地規則と共に実証分析
しており、Hayakawa、Laksanapanyakul and Urata（2015）ではタイの輸入における船積みレ
ベルでの税関データを利用し FTA コストを測っている。また Hayakawa、Laksanapanyakul and 
Yoshimi（2016）では、タイにおける企業レベルのデータを利用して、貿易創出効果、貿易転換効
果を検証している。他に Hayakawa, Laksanapanyakul and Yoshimi（2018）ではタイの ASEAN
からの輸入データを利用し輸出側が MFN もしくは RTA のスキームのいずれを利用するのかネ
ステッド・ロジット・モデルで分析している。FTA 利用率と原産地規則の分析は Kim and Cho
（2010）も韓国の FTA で分析している。助川・高橋（2016）では原産地規則の現状の課題とし
てその利用について企業が果たすべき責任や FTA 利用拡大に向けての提言を行っている。また。
や Takahashi and Urata（2008）、Cheong, Kim and Cho（2010）、Hayakawa and Yoshimi（2016）
などが企業における FTA の利用や利用率に関する分析ある。 
 
５－４．実証分析 
 財務省貿易統計経済連携協定時系列表より 2012 年から 2017 年の経済連携協定利用額データ
を利用し、実行関税率表第 11 部紡織用繊維及びその製品について原産地規則が与える影響を分析
する。GDP及び一人当たりGDPはWorld Development Indicator より、各国からの距離はCentre 
d’Etudes Prospectives et d’Informations Internationales（CEPII）Database より，MFN 税率
および EPA 税率は WTO Get Tariff Data より入手している。分析は回帰分析、利用率０もあり
得るため、ゼロデータを考慮してトービット分析、また年、国、各商材別カテゴリー（素材、部
品、加工品、消耗品）の影響を見るためにパネルデータ分析（固定効果）、そして被説明変数を利




𝑈𝑡𝑖𝑙𝑖𝑧𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖𝑗𝑡 = 𝛽1𝑙𝑛(𝐺𝑑𝑝𝑖𝑡) + 𝛽2𝑙𝑛(𝐺𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖𝑡) +  𝛽3𝑙𝑛(𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗) + 𝛽4(𝑀𝑎𝑟𝑔𝑗𝑖𝑛𝑖𝑗𝑡)






𝑙𝑛𝐺𝑑𝑝𝑖𝑡 = 締約国 GDP 
𝑙𝑛𝐺𝑑𝑝/𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖𝑡 = 締約国一人当たり GDP 
88 
 
𝑙𝑛𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗 = 締約国との距離 
𝑀𝑎𝑟𝑔𝑗𝑖𝑛𝑖𝑗𝑡 = MFN 税率と EPA 税率の差 
𝑅𝑜𝑂𝑖𝑗𝑡 = Nakaoka RoO Index 
𝐶𝑎𝑡𝑒𝑔𝑜𝑟𝑦𝑐 = Primary（素材）、Parts（部品）、Processed（加工品）、Consumption（消耗品） 
𝐹𝑇𝐴𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑖𝑗𝑡 = EPA 締約国67 
𝑌𝑒𝑎𝑟 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑡 = 2012 年から 2017 年 
 





















                                                   
67 オーストラリア、スイス、チリ、インドネシア、インド、メキシコ、モンゴル、マレーシア、ペルー、
フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム、ASEAN（カンボジア、ラオス、ミャンマー） 
68 中間財（Inermediate: Primary、Parts、Processed）、最終財（Final goods: Consumption） 
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表 5-10 相関係数 
 
 
 そして地域貿易協定と原産地規則の内生性に関しての指摘も多くある。Maskus and Ridley











表 5-11 は分析結果である。 
 
  
lngdp lnppp lndist margin avrroo
lngdp 1.0000
lnppp 0.2508 1.0000
lndist 0.3660 0.5114 1.0000
margin 0.1903 0.1135 0.0385 1.0000
avrroo 0.0357 0.1259 0.3380 -0.1616 1.0000
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表 5-11 分析結果（関税マージン 0 を含む） 
被説明変数 経済連携協定利用率 
 
















(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

















(0..002) (0.023) (0.002) (0.002) (0.002) (0.004) (0.003) (0.003)






























































修正済決定係数 0.082 0.082 0.090 0.138 0.117
対数尤度 -22386.2 -21538.4 -22092.5
標準誤差 0.073 0.075 0.075 0.728 0.074 0.113 0.110 0.112









表 5-12 及び表 5-13 はその分析結果である。 
 
表 5-12 分析結果（関税マージン 0 を除く） 
被説明変数 経済連携協定利用率 
 
（ ）内は標準偏差、***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示す。 
(9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16)
Estimator OLS OLS OLS OLS OLS Tobit Tobit Tobit
lngdp 0.109*** 0.098*** 0.095*** 0.090*** 0.091*** 0.142*** 0.136*** 0.137***
(0..002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.003) (0.003) (0.003)
lngdp/capita 0.004 -0.003 -0.004 -0.005* -0.007** -0.012*** -0.013*** -0.016***
(0..003) (0.003) (0.003) (0.003) (0.003) (0.004) (0.004) (0.004)
lndistance -0.210*** -0.195*** -0.142*** -0.163*** -0.158*** -0.248*** -0.271*** -0.264***
(0.009) (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) (0.013) (0.013) (0.013)
margin 0.027*** 0.024* 0.009*** 0.098*** 0.028*** 0.010*** 0.009***
(0.001) (0.001) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002)
roo -0.022*** -0.010*** -0.012*** -0.028*** -0.013* -0.016***









修正済決定係数 0.092 0.111 0.122 0.138 0.131
対数尤度 -20987.5 -20797.2 -20903.1
標準誤差 0.733 0.075 0.075 0.074 0.074 0.109 0.108 0.109
観測値数 24,113 24,113 24,113 24,113 24,113 24,113 24,113 24,113
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表 5-13 分析結果（関税マージン 0 を除く） 
被説明変数 経済連携協定利用率 
 
（ ）内は標準偏差、***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示す。 
 
 関税マージン 0 を含んだ分析と大きく変化があったのは、関税マージンである。 関税マージンは
すべてプラスに有意となった。やはり関税マージンがあると経済連携協定を利用する意義がある。実
行関税率表第 11 部の MFN 関税率は平均 6.4％、最大で 13.4％である69。この関税率が無税になるの
であれば、企業としては便益が大きいため是非利用したいと思う。RoO はすべてマイナスに有意とな
った。関税の便益を享受するためには大きなハードルになっていることがわかる。 






及び表 5-15 はその分析結果である。 
                                                   
69 WTO Tariff Download Facility より 
(17) (18) (19) (20) (21) (22) (23) (24)

















(0..002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.007) (0.007) (0.007)










































(0.001) (0.001) (0.002) (0.002) (0.004) (0.005) (0.005)
roo -0.022*** -0.010*** -0.012*** -0.024*** -0.007 -0.131***









決定係数（within） 0.092 0.112 0.122 0.138 0.131
　　　　　　（between） 0.191 0.317 0.311 0.167 0.211
　　　　　　（overall） 0.092 0.112 0.122 0.138 0.131
対数尤度 -14004.2 -13931.6 -13990.6
標準誤差 0.073 0.075 0.075 0.074 0.075 0.241 0.241 0.241
観測値数 24,113 24,113 24,113 24,113 24,113 24,113 24,113 24,113
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表 5-14 分析結果（GSP 適用国を除く） 
被説明変数 経済連携協定利用率 
 
（ ）内は標準偏差、***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示す。 
   
  
(25) (26) (27) (28) (29) (30) (31) (32)
Estimator OLS OLS OLS OLS OLS Tobit Tobit Tobit
lngdp 0.018*** 0.012*** 0.009** 0.004 0.004 0.008 0.002 0.002
(0..004) (0.004) (0.004) (0.004) (0.004) (0.005) (0.005) (0.005)
lngdp/capita -0.051*** -0.056*** -'0.057*** -0.057*** -0.060*** -0.094*** -0.095*** -0.098***
(0..003) (0.003) (0.003) (0.003) (0.003) (0.005) (0.005) (0.005)
lndistance -0.081*** -0.072*** -0.021** -0.042*** -0.036*** -0.049*** -0.073*** -0.066***
(0.010) (0.010) (0.010) (0.010) (0.100) (0.014) (0.014) (0.014)
margin 0.025*** 0.022*** 0.004*** 0.003** 0.024*** 0.003 0.004
(0.001) (0.001) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002)
roo -0.022*** -0.009*** -0.011*** -0.028*** -0.012*** -0.015***









修正済決定係数 0.030 0.048 0.060 0.080 0.073 -18206.1 -17999.8 -18098.1
標準誤差 0.973 0.098 0.097 0.096 0.097 0.132 0.131 0.131
観測値数 21,111 21,111 21,111 21,111 21,111 21,111 21,111 21,111
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表 5-15 分析結果（GSP 適用国を除く） 
被説明変数 経済連携協定利用率 
 
（ ）内は標準偏差、***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示す。 
 
関税マージン 0 を含んだデータよりも 0 データは少ないため、それほど大きな変化はないが、GDP








を満たさなければならない。その原産地規則を数値化した RoO Index を利用し、地域貿易協定の利
用に原産地規則がどのような影響を及ぼしているのか実行関税率表第 11 部紡織用繊維及びその製品
について検証した。データは財務省貿易統計経済連携協定時系列表 2012 年から 2017 年の経済連携
協定利用額を利用し、締約国からの輸入額から利用率を算出、利用率を被説明変数とし、説明変数と
しては経済規模を示す GDP、国の豊かさの指標である一人当たり GDP、輸送コストを示す距離、
MFN 税率と EPA 税率の差であるマージン、RoO Index とした。今回の分析は 3 つのグループで分
(33) (34) (35) (36) (37)
Estimator Panel Panel Panel Panel Panel
lngdp 0.016*** 0.010*** 0.0007* 1.028*** 0.042











(0.003) (0.003) (0.003) (0.176) (0.003)
lndistance -0.076*** -0.067*** -0.015 -0.042***









(0.001) (0.001) (0.001) (0.002)
roo -0.022*** -0.012*** -0.009***
(0.001) (0.001) (0.002)
year yes yes yes
country yes
category yes
決定係数（within） 0.031 0.049 0.061 1.540 0.034
　　　　　　（between） 0.024 0.053 0.007 0.394 0.542
　　　　　　（overall） 0.031 0.049 0.060 0.939 0.050
対数尤度
標準誤差 0.097 0.098 0.097 2.732 0.096
観測値数 21,111 21,111 21,111 21,111 21,111
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第 6 章 日/中/韓-ASEAN における原産地規則の比較 
 
６－１．はじめに 










れた南米南部共同市場（Mercado Comun del Sur : MERCOSUR）、1993 年の ASEAN 自由貿易
地域（ASEAN Free Trade Area : AFTA）、1994 年の北米自由貿易協定（North American Free 
Trade Agreement : NAFTA）をはじめ、2013 年までに 28 ヶ国が参加した欧州連合（European 
Union : EU）、近年では 2018 年に発効された環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進
的な協定（Comprehensive and Progressive Agreement For Trans-Pacific Partnership : CPTPP）
がある。また各国及び地域で多国間との協定の締結も進んでおり、EU は 42 の国、地域と地域貿
易協定を締結しており、ASEAN は 5 つの国と地域貿易協定を発効している。本章では ASEAN
が締結している地域貿易協定の相手国である日本、韓国、中国の原産地規則を比較し、実行関税
率表第 11 部紡織用繊維及びその製品におけるその制限度合を比較する。 
 
６－２．ASEAN の概要 










表 6-1 2017 年 ASEAN 諸国の GDP、一人当たり GDP、人口 
 
WORLD DEVELOPMENT INDICATORS より筆者作成 
 
 ASEAN 諸国の特徴と言えるが、ASEAN 域内の経済格差は非常に大きい。一人当たり GDP を
見てみると、1 位のシンガポールと 10 位のミャンマーは 44 倍もの差がある。 
 また、2000 年からの各 GDP、一人当たり GDP、人口の伸び率を見た場合、図 6-1 のようにな
る。 
 
図 6-1 ASEAN 全体の GDP、一人当たり GDP、人口（2000 年を 1 とした場合の伸び率） 
 
WORLD DEVELOPMENT INDICATORS より筆者作成 
Country GDP (US$) Country GDP per capita (US$) Country Population
1 Indonesia 1,015,539,017,537 1 Singapore 57,714 1 Indonesia 263,991,379
2 Thailand 455,220,920,571 2 Brunei Darussalam 28,291 2 Philippines 104,918,090
3 Singapore 323,907,234,412 3 Malaysia 9,945 3 Vietnam 95,540,800
4 Malaysia 314,500,279,044 4 Thailand 6,594 4 Thailand 69,037,513
5 Philippines 313,595,208,737 5 Indonesia 3,847 5 Myanmar 53,370,609
6 Vietnam 223,863,996,355 6 Philippines 2,989 6 Malaysia 31,624,264
7 Myanmar 69,322,122,756 7 Lao PDR 2,457 7 Cambodia 16,005,373
8 Cambodia 22,158,209,503 8 Vietnam 2,343 8 Lao PDR 6,858,160
9 Lao PDR 16,853,079,615 9 Cambodia 1,384 9 Singapore 5,612,253
10 Brunei Darussalam 12,128,089,002 10 Myanmar 1,299 10 Brunei Darussalam 428,697




 GDP2000 年を基準とすると約 4.5 倍に増加、一人当たり GDP も多少増減はあるものの、およ
そ 2 倍になっている。確実に成長している地域である。各増加率を見てみると、GDP は図 6-2 の
ようになる。 
 
図 6-2  ASEAN 各国の GDP 増加率 
 
WORLD DEVELOPMENT INDICATORS より筆者作成 
 
 2000 年を 1 とした場合、一番伸びている国はラオスであり、次いでミャンマー、ベトナムと続
き、インドネシアを挟んで、カンボジアが 5 番目になっている。いわゆる CLMV 諸国(カンボジ
ア、ラオス、ミャンマー、ベトナム)で、1990 年代後半に ASEAN に加盟した国々である。新旧
加盟国間での経済格差が激しく、CLMV の経済発展が大きなカギとなっている。また、図 6-3 は





図 6-3 ASEAN 各国の一人当たり GDP 増加率 
 
WORLD DEVELOPMENT INDICATORS より筆者作成 
 
 2000 年を 1 とした増加率を見てみると、ラオス、ミャンマー、ベトナム、インドネシア、カン
ボジアと続く。やはり CLMV 諸国の伸び率が高く、確実に経済発展していることがわかる。 










UN COMTRADE DATA より筆者作成 
 








 日本は地域貿易協定発効に関しては 2002 年に初めてシンガポールと経済連携協定を発効する
まで世界貿易機関における多国間貿易交渉を優先していたため、他の国・地域に比べると比較的
参入が遅い。ASEAN とは 2008 年に初の多国間協定として地域貿易協定を発効している。RTA
のタイプとしては、FTA（Free Trade Agreement）となっており、日本が締結している地域貿易
協定は FTA & EIA（Free Trade Agreement & Economic Integration Agreement）がほとんどの
中、唯一 FTA のみとなっている。 
 図 6-5 は日本と ASEAN 諸国の貿易増加率を見たものである。 
 






UN COMTRADE DATA より筆者作成 
 










UN COMTRADE DATA より筆者作成 
  
韓国も 2010 年を 1 とした場合、輸入ではラオスが 4 倍強、ベトナムが 4 倍弱、カンボジア、ミ
ャンマーが約 2 倍となっている。輸出ではカンボジアが 6 倍強、ベトナムが 4 倍弱、ラオス、ミ








UN COMTRADE DATA より筆者作成 
 














表 6-2 2010 年から 2016 年までの ASEAN 諸国貿易額上位 10 ヶ国 
 
UN COMTRADE DATA より筆者作成 
 
 また ASEAN は主要な貿易パートナーと ASEAN+1 の地域貿易協定締結に力を入れている。
表 6-3 は ASEAN が締結しているアジア太平洋の国々との地域貿易協定のリストである。 
 
  
No. 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
1 China China China China China China China
2 Japan Japan Japan Japan Japan USA USA
3 USA USA USA USA USA Japan Japan
4 Malaysia Malaysia Malaysia Malaysia Malaysia Malaysia Rep. of Korea
5 Singapore Singapore Singapore Singapore Singapore Rep. of Korea Malaysia
6 Rep. of Korea Rep. of Korea Rep. of Korea Rep. of Korea Rep. of Korea Singapore Singapore
7 China, Hong Kong SAR Indonesia Indonesia Indonesia Indonesia China, Hong Kong SAR China, Hong Kong SAR
8 Indonesia China, Hong Kong SAR China, Hong Kong SAR Thailand China, Hong Kong SAR Thailand Thailand
9 Thailand Thailand Thailand China, Hong Kong SAR Thailand Indonesia Indonesia
10 Australia India India Australia Australia India India
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表 6-3 ASEAN とアジア太平洋諸国との地域貿易協定 
 
◎は 2国間地域貿易協定あり 
WTO RTA Agreement List より筆者作成 
 
 図 6-8 は ASEAN＋１の地域貿易協定である。 
 
図 6-8 ASEAN＋１ 
 
WTO RTA Agreement List より筆者作成 
 
BRN SGP VNM MYS IDN PHL LAO MMR THA KHM
◎
BRN ◎ 〇 〇
SGP ◎ ◎ ◎ 〇
VNM ◎ ◎ ○ 〇 〇
MYS ◎ ○ ○ 〇 〇 〇
IDN ○ ○ ○ 〇 〇 〇 〇
PHL ◎ ○ ○ 〇 〇 〇 〇 〇
LAO ○ ◎ ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇
MMR ○ ○ ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
THA ◎ ○ ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇
KHM ○ ○ ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
〇 ○ 〇 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇
○ 〇 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇



































Cadot and Ing (2015)では、ASEAN における原産地規則の制限度を検証している。ASEAN
は主要な貿易相手国と ASEAN+1 の地域貿易協定を 2010 年 1 月までに発効している。 
NAFTA や EU はアメリカおよび EU を中心としたハブ＆スポーク構造に対し、ASEAN は貿
易主要国との多極的 FTA を締結する構造となっている。また ASEAN の RoO は NAFTA や EU
の RoO と比較すると比較的シンプルで、40%RVC をベースとするかもしくは CTC となってい
る。図 6-9 は Cadot and Ing（2015）がまとめた品目別 RoO の理解図である。 
 
図 6-9 品目別 RoO 
Cadot and Ing (2015)より引用 
 
 RoO の 3 つの主要な柱として、関税分類変更（Changes of Tariff Clasification）、付加価値基
準（Regional Value Contents）、加工工程基準（Technical Requirements）がある。関税分類変
更にはその分類方法として 2 桁分類変更（Change of Chapter）、4 桁分類変更（Change of 
Heading）、6 桁分類変更（Change of Sub-Heading）、8 桁分類変更（Change of Item）がある。
そしてそれぞれ例外と許容の原産地規則がるものである。 
 さらに、図 6-10 は各協定別の RoO タイプを図式化したものである。 
 
  
                                                   
70 ASEAN＋日本、中国、韓国 
71 ASEAN＋日本、中国、韓国、オーストラリア、ニュージーランド、インド 
THREE BROAD TYPES FOUR SUB-TYPES
EXCEPTIONS ALLOWANCES
Change of Chaper (CC)
Change of Heading(CH)







図 6-10 各協定別 RoO タイプ 
 
Cadot and Ing (2015)より引用72 
 
 この図を見ると、AIFTA は付加価値基準 35％のみとなっているが、それ以外の地域貿易協定
は様々な原産地規則の組合せがあることがわかる。全般的に見ると付加価値基準が比較的多いの
であろうか。また、textile rule（Chapter 11、textile and apparel）を単独で導入しており、テ
キスタイル及びアパレルには独特の RoO があることを位置付けている。 
 
 推計はグラビティーモデルで行っており、距離、国境隣接、共通言語、MFN タリフや RTA





𝑀𝐹𝑁 ) + 𝛽3𝐼𝑖𝑗
𝑅𝑇𝐴 + ∑ℓ𝛽4ℓ𝐼𝑖𝑗
𝐴𝑆𝐸𝐴𝑁𝑟𝑖𝑗𝑘ℓ + 𝑋𝑖𝑗𝛾 + 𝛿𝑖 + 𝛿𝑗 + 𝛿𝑠(𝑘) + 𝑢𝑖𝑗𝑘 
 
                                                   
72 rvc（regional value content）=rvc35%以外、rvc_35=rvc35%、cc=change of chapter、ctc=change of 
tariff classification、cth=change of tariff heading、ctsh=change of tariff subheading、x=exception、
tr=textile rule、wo=wholly obtained 
0.1





1.3 89.2 4.2 1.2 2.9
0.0 0.1
100.0
10.5 0.1 2.4 4.8 7.7
11.3 0.5 0.3 0.4 21.2
40.6 1.9 58.3 76.7 50.3
20.6 0.6 1.2 14.4
8.2 0.0
5.8 0.2 0.1 9.2 3.5


















𝜈𝑖𝑗𝑘 = i 国から j 国へのバラエティーフロー額 
𝑡𝑖𝑗𝑘
𝑀𝐹𝑁  = MFN タリフレート 
𝐼𝑖𝑗
𝑅𝑇𝐴 = RTA メンバーかどうか（１or 0） 
𝐼𝑖𝑗
𝐴𝑆𝐸𝐴𝑁 = ASEAN メンバーかどか（1 or 0） 
𝑟𝑖𝑗𝑘ℓ = i 国と j 国間で適用される RoO 
𝑋𝑖𝑗𝛾 = 距離、国境隣接、共通言語、植民地などの指数 
𝛿𝑖 + 𝛿𝑗 + 𝛿𝑠(𝑘) 輸出＋輸入＋分野（HS4 桁）固定効果 
 




表 6-4 グラビティーモデル推計結果 
 
Parameter estimates on standard gravity controls are as expected. 
Cadot and Ing (2015)より一部抜粋  
 
 結果は 14 種類の RoO の内、12 種類は 1％でマイナスで有意となっており、唯一 RVC or 
CTH のみがプラスで有意となっている。付加価値基準か関税分類変更（4 桁）の選択制となっ
Estimator OLS(within） OLS(within) OLS(within)
Sample All a/ All a/ Manufacturing








RVC at 35%(ASEAN-India) -0.443 -0.519
(19.69)*** (22.17)***
Wholly obtained -0.459 -0.136
(10.42)
*** (1.16)
CTC & exception -0.177 -0.193
(6.40)*** (6.80)***
CTC & RVC 0.542 0.841
(1.71)* (1.69)*





CTC or (TR & RVC) -0.314 -0.340
(1.64) (1.78)*
RVC or CC -0.149 -0.036
(6.08)*** (1.16)





RVC or CTSH -0.170 -0.222
(8.71)*** (11.06)***
RVC or TR -0.459 -0.563
(11.19)*** (13.76)***





Constant 6,525 6,600 6,518
(138.18)*** (138.45)*** (128.62)***
Observations 4411362 4411362 3959384







である。しかしやはり全体的には RoO は貿易の促進を阻害する結果が出ているといえる。 
 Medalla（2011）では、ASEAN および ASEAN+1、日本の ASEAN との二国間 FTA の RoO
の制限性を比較検討している。主要 RoO である CTSH を score 3、RVC(40)、CTH を score 4、
CC を score 5、WO を score 6 を基準とし、Restrictiveness Index を作成している（表 6-5）。 
 




 上記 Index を見てみると、Japan-India が最も制限的になっているが、ASEAN+1 の FTA 内
ではほぼ 3 以上 4 未満となっており、RoO の相違はあるものの、それほど制限性に違いがある
わけではない。しかしその中では ATIGA（ASEAN Trade in Goods Agreement）が一番最も緩
く AANZFA（ASEAN–Australia–New Zealand Free Trade Area）がそれに続く。そして
ACFTA（ASEAN China Free Trade Agreement）が最も厳しい FTA となる。 
 他にも Estevadeordal and Suominen（2003）や Estevadeordal、Harris and Suominen 
（2009）で RoO の制限度を実証分析している研究がある。 
 
６－５．ASEAN-日本/中国/韓国、AFTA における原産地規則の比較 
 ASEAN は前述の通り主要貿易相手国との ASEAN+1 の地域貿易協定の締結に力を入れてい
る。ASEAN の主要貿易相手国である日本、中国、韓国との地域貿易協定におけるその原産地規















表 6-6 ASEAN-日本/韓国/中国、AFTA の原産地基準 




 H.S.CODE 6203.32 男性用のスーツ、アンサンブル、ジャケット等の分類の原産地規則を見て
みると、日 ASEAN は主条件として関税分類変更 2 桁（Change of Chapter : CC）となってお
り、但し一部の非原産材料を使用する場合は加工工程基準（完全に製織される＝織物を織り上げ
る）を締約国で行うことを要求している。韓国 ASEAN の原産地規則は 2 桁の関税分類変更基準
に加工工程基準（裁断及び縫製）を要件とし、もしくは付加価値基準 40％となっている。中国
ASEAN の原産地規則は加工工程基準となっている。AFTA においては 40％付加価値基準もし




HS CODE ASEAN & Rule of Origin
JAPAN
CC, provided that, where non- originating materials of heading 50.07,
51.11 through 51.13, 52.08 through 52.12, 53.09 through 53.11, 54.07
through 54.08, 55.12 through 55.16 or chapter 60 are used, each of the
non-originating materials is woven entirely in one or more of the Parties.
KOREA
Change to Heading 62.03 from any oher Chapter, provided that the good is
both cut and sewn in the territory of any Party; or A regional value
content of not less than 40 percent of the FOB value of the good
CHINA
Manufacture through the proceses of cutting and assembly of parts into a
complete article (for apparel and tents) and incorporating embroidery or




A regional value content of not less than 40 percent; or A change to
subheading 6203.32 from any other chapter and the good is both cut and
sewn in the territory of any Menber State; or Process Rules for Textile




表 6-7 ASEAN-日本/韓国/中国、AFTA の RoO Index 




 日 ASEAN は CC（+8）に加工工程基準（+4）となり、合計 Index は 12 となる。韓国
ASEAN は CC（+8）に加工工程基準（+4）を要件（8+4=12）とし、もしくは付加価値基準
（+5）との選択制となるため、平均をとって 8.5 となる。中国 ASEAN は加工工程基準（+4）
となり、シンプルな原産地規則である。AFTA は付加価値基準（+5）もしくは 2 桁関税分類変
更（+8）に加工工程基準（+4）を要件（8+4=12）とし、もしくは加工工程基準（+4）なるた
め、3 つの平均を取って 7 となる。 




 また各生産工程別73（素材 : primary、部品 : parts、加工品 : processed、消費財 : 
consumption）に各 FTA の RoO を見てみると、表 6-8 のようになる。 
 
  
                                                   
73 RIETI-TID Database 参照 
HS CODE ASEAN & Rule of Origin RoO Index
JAPAN
CC, provided that, where non- originating materials of heading 50.07,
51.11 through 51.13, 52.08 through 52.12, 53.09 through 53.11, 54.07
through 54.08, 55.12 through 55.16 or chapter 60 are used, each of the
non-originating materials is woven entirely in one or more of the Parties.
12
KOREA
Change to Heading 62.03 from any oher Chapter, provided that the good is
both cut and sewn in the territory of any Party; or A regional value
content of not less than 40 percent of the FOB value of the good
8.5
CHINA
Manufacture through the proceses of cutting and assembly of parts into a
complete article (for apparel and tents) and incorporating embroidery or





A regional value content of not less than 40 percent; or A change to
subheading 6203.32 from any other chapter and the good is both cut and
sewn in the territory of any Menber State; or Process Rules for Textile





表 6-8 各 FTA における生産工程別 RoO 
 
 RoO Index より筆者作成 
 







 前述の第 3 章で構築した RoO Index を利用し、日本-ASEAN、韓国-ASEAN、中国-ASEAN、
そして ASEAN 域内（AFTA）の原産地規則の制限度を比較する。分析対象は 2015 年実行関税率
表第 11 部紡織用繊維及びその製品（第 50 類から第 63 類）の日中韓及び ASEAN 諸国の輸入金
額を被説明変数とし、説明変数は市場規模に対応する当該分類の全世界からの輸入額、国の豊か
さの指標となる一人当あたり GDP、輸送コストを示す各国との距離、RTA を締結したことによ
って便益を受けることができる RTA 税率と MFN 税率の差である関税マージン、そして RTA を




(𝑙𝑛𝑖𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖𝑗) =  𝛽1(𝑙𝑛𝑖𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡𝑤𝑗) +  𝛽2(𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝𝑝𝑒𝑟𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖) + 𝛽3(𝑙𝑛𝑑𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗) + 𝛽4(𝑚𝑎𝑟𝑔𝑖𝑛𝑖𝑗)
+  𝛽5(𝑟𝑜𝑜𝑗) +  𝛽6𝑅𝑇𝐴 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦 + 𝜀𝑖𝑗 
 
𝑙𝑛𝑖𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖𝑗 : RTA締約国からの輸入額 
𝑙𝑛𝑖𝑚𝑝𝑜𝑟𝑡𝑤𝑗 : 全世界からの輸入額 
𝑙𝑛𝑔𝑑𝑝𝑒𝑟𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖 : 各国の一人当たり GDP 
𝑙𝑛𝑑𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑗 : 各国との距離 
𝑚𝑎𝑟𝑔𝑖𝑛𝑖𝑗 : 各国 MFN税率と EPA 税率との差 
𝑟𝑜𝑜𝑗 : Nakaoka RoO Index 
𝑅𝑇𝐴 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦 : 各地域貿易協定ダミー（Japan-ASEAN、Korea-ASEAN、China-ASEAN、AFTA） 
 
生産工程 AJCEP AKFTA ACFTA AFTA
Consumption 12.06 8.29 4.10 6.68
Parts 12.75 6.50 5.00 5.67
Primary 9.13 7.45 6.80 7.13
Processed 10.38 5.83 4.79 5.17
平均 10.97 6.80 4.62 5.80
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 データは被説明変数の締約国からの輸入額及び説明変数の全世界からの輸入額は UN 
COMETRADE より、一人当たり GDP は World Development Indicator より、各国からの距離
は Centre d’Etudes Prospectives et d’Informations Internationales (CEPII) Database より、





表 6-9 相関係数 
 
 
 表 6-10は分析結果である。 
  
lnworldimp lngdpcap lndist margin roo
lnworldimp 1.0000
ingdpcap -0.0704 1.0000
lndist -0.0113 0.4865 1.0000
margin -0.0161 -0.0275 -0.0139 1.0000
roo 0.1702 -0.0183 -0.0212 0.4385 1.0000
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表 6-10 分析結果       
被説明変数は各国輸入額 
 
（ ）内は標準偏差、***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示す。 
 









 （２）は日 ASEAN における RTA の分析結果である。関税マージンは 1％有意でプラスとな
り、ASEAN との貿易において関税差であるマージンは EPA を利用するときに大きな影響を及
















































修正済決定係数 0.265 0.312 0.237 0.277 0.228
標準誤差 0.176 0.248 0.286 0.233 0.372









 （３）は韓国 ASEAN の分析結果である。（２）の日 ASEAN と同様の結果が見て取れる。 
 （４）は中国 ASEAN の分析結果である。関税マージンは 1％プラスに有意となり、やはり
RTA を利用することは大きな影響を及ぼすことがわかる。しかし、日本や韓国と違い、RoO 
Index は有意とはならなかったもののプラスとなっている。これは中国 ASEAN の協定における
原産地規則は RTA の利用を阻害していないことを意味している。前述の H.S.CODE 6203.32 男
性用のスーツ、アンサンブル、ジャケット等の RoO Index でも日本 12、韓国 8.5 と比べて中国
は 4 と低く、生産工程別に見ても一番低い原産地規則の制限度となっている。このようなことか
ら輸入を阻害しない要因となっていることがわかる。 










































第 7 章 終章 


























 第２章では地域貿易協定の概要を見た。2019 年 4 月現在世界では 300 以上の地域貿易協定が









を引き上げることなく貿易自由化を促進することで WTO を補完する意義として認めている。 





年 12 月に初の多国間との協定である日 ASEAN 経済連携協定を発効する。その後も 2 国間での
地域貿易協定の締結が続くが、2018 年 12 月に環太平洋パートナーシップ協定（CPTPP）、2019


















は GCC、MERCOUR、AKFTA においてプラスの効果が確認できた。AJCEP、ACFTA において
もすべての年ではないがプラスの効果が出ている。日中韓にとって ASEAN は生産地であり大き
な市場となっていることがわかる。ASEAN は逆にマイナスの効果となった。これは ASEAN 域
内で部品調達等が盛んだが、製品は ASEAN 域外の大きな経済圏に向けて輸出されているためで










地規則の複雑な条文にも対応できるように独自の目線で作成したものを RoO Index とした。その
RoO Index を利用し、日本が締結している地域貿易協定の実行関税率表第 11 部紡織用繊維及び
その製品の原産地規則を検証した。原産地規則の制限度を数値化した RoO Index では実行関税率
表第 11 部の原産地規則の制限度の平均は 2 桁関税分類変更（大きな変更）が当該国で行われた場
合よりも厳しい制限度となり、如何に制限を課しているかどうかがわかる。中間財と最終財を比
較すると、最終財の方がより制限度が大きい。最終財を輸入するに当たり、厳しい原産地規則を








資を促進すると推測し、第 3 章で構築した RoO Index を使用して実証分析を行った。分析の対象
は 2005 年から 2017 年の直接投資額（日本銀行国際収支統計業種別直接投資残高繊維部門）を被
説明変数とし、説明変数として日本の直接投資国からの輸入額、GDP、一人当たり GDP、距離、
関税マージン（MFN 税率と EPA 税率の差）、RoO Index とした。今回の分析は実行関税率表第
11 部紡織用繊維及びその製品とし、直接投資残高の繊維部門をその対象とした。繊維部門の直接
投資データを得られた国のみとなるため、分析対象はメキシコ、マレーシア、タイ、インドネシ









と多くのハードルがある。関税マージン（MFN 税率と EPA 税率の差）がない場合は、あえて地
域貿易協定を利用する必要がない。本章では実行関税率表第 11 部の紡織用繊維及びその製品を対
象としており、当該産品の関税マージンは大きく、利用できるのであれば非常に便益が大きくな




し、説明変数には GDP、一人当たり GDP、各国との距離、関税マージン、RoO Index である。
分析対象としたグループは、全締約国の輸入をすべて対象としたもの、全締約国の輸入のうち関
税マージン０を除いたもの、そして特恵適用国を除いたものの 3 つである。全締約国の輸入を対
















 第６章では日本、中国、韓国と ASEAN 間の地域貿易協定の原産地規則を比較してみた。ASEAN
は第 2 章でも見たように、日本、中国、韓国にとっては産地であり市場であり、密接な関係保つ
重要な近隣諸国である。近年の ASEAN 諸国の経済発展は目覚ましく、今後も目が離せない地域













協定（Comprehensive and Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership : CPTPP）離
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アジア太平洋自由貿易圏（Regional Comprehensive Economic Partnership : RCEP）は、実行関
税率表第 11 部紡織用繊維及びその製品の原産地規則は今迄の日本が締結している経済連携協定












で考察できたわけではない。今後はすべての分類でその制限度を数値化した RoO Index そ作成
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